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平
成
十
九
年
十
二
月
に
私
学
事
業
団
で
は
、

平
成
十
九
年
度
版
「
今
日
の
私
学
財
政
」
を

刊
行
し
ま
し
た
。
そ
の
集
計
結
果
を
も
と
に
、

十
八
歳
人
口
の
ピ
ー
ク
で
あ
っ
た
四
年
度
か
ら

十
八
年
度
ま
で
の
財
務
状
況
の
分
析
を
し
ま

す
。
近
年
少
子
化
が
進
む
中
、
私
立
大
学
、
短

期
大
学
及
び
高
等
学
校
の
財
務
悪
化
は
深
刻
化

し
て
お
り
、
今
回
は
帰
属
収
支
差
額
比
率
を
用

い
て
分
析
し
ま
し
た
。

　

本
事
業
団
で
は
、
こ
れ
ま
で
二
九
種
類
の
財

務
比
率
を
紹
介
し
て
き
ま
し
た
が
、
財
務
分
析

を
す
る
際
に
は
、
特
に
次
の
四
つ
の
点
を
重
視

し
て
い
ま
す
。
第
一
に
帰
属
収
支
差
額
比
率
、

第
二
に
金
融
資
産
の
保
有
額
、
第
三
に
長
期･

短
期
の
借
入
金
の
額
、
第
四
に
建
物
の
建
替
え

時
期
を
考
慮
に
入
れ
て
判
断
し
ま
す
。
私
た
ち

個
人
の
家
計
の
状
況
を
振
り
返
っ
て
も
、
ま
ず

ひ
と
月
の
家
計
の
収
支
が
黒
字
か
、
赤
字
か
、

次
に
銀
行
預
金
な
ど
が
い
く
ら
あ
る
か
、
そ
れ

か
ら
借
金
が
ど
の
く
ら
い
あ
る
か
、
そ
れ
に
住

居
の
建
替
え
時
期
が
い
つ
頃
く
る
か
、
こ
の
四

点
を
つ
か
め
ば
、
家
庭
の
財
務
状
況
が
大
体
わ

か
り
ま
す
。
学
校
法
人
の
財
務
も
そ
れ
と
大
体

同
じ
だ
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

今
回
ご
紹
介
す
る
帰
属
収
支
差
額
比
率
と

は
、
帰
属
収
入
か
ら
消
費
支
出
を
差
し
引
い
た

帰
属
収
支
差
額
の
帰
属
収
入
に
対
す
る
割
合
で

す
。
こ
の
比
率
が
プ
ラ
ス
で
大
き
く
な
る
ほ
ど

自
己
資
本
は
充
実
さ
れ
、
一
方
、
マ
イ
ナ
ス
に

な
る
場
合
は
、
自
己
資
本
を
取
崩
す
こ
と
に
な

り
、
経
営
が
逼
迫
し
、
マ
イ
ナ
ス
の
幅
が
大
き

く
な
れ
ば
、
資
金
繰
り
に
も
困
難
を
き
た
す
こ

と
に
な
り
ま
す
。
こ
の
比
率
は
、
学
校
法
人
の

収
支
状
況
を
最
も
端
的
に
表
す
数
値
で
あ
り
、

本
事
業
団
で
は
最
も
重
視
し
て
い
る
比
率
の
一

つ
で
す
。

一
．
法
人
別
の
財
務
状
況

（
一
）
法
人
別
の
帰
属
収
支
差
額
比
率
の
推
移

　

表
１
に
よ
る
と
、
大
学
法
人
は
、
四
年
度
で

は
一
五
・
六
％
だ
っ
た
も
の
が
年
々
悪
化
し
て

い
き
、
十
八
年
度
に
は
六
・
六
％
ま
で
落
ち
こ

ん
で
い
ま
す
。
短
大
法
人
の
財
務
悪
化
の
ス
ピ

ー
ド
は
さ
ら
に
速
く
、
二
六
・
〇
％
か
ら
三
・
一

％
ま
で
落
ち
込
ん
で
し
ま
い
ま
し
た
。
高
校
法

人
に
お
い
て
も
一
五
・
七
％
か
ら
二
・
一
％
と
な

っ
て
お
り
、
大
学
法
人
や
短
大
法
人
よ
り
む
し

ろ
厳
し
い
財
務
状
況
に
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。

　

帰
属
収
支
差
額
が
新
た
な
施
設
設
備
の
購
入

や
借
入
金
返
済
の
財
源
に
な
る
こ
と
を
考
え
る

と
、
一
〇
％
か
ら
一
五
％
程
度
の
黒
字
は
必
要

だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
私
学
の

財
務
運
営
は
、
か
つ
て
な
い
厳
し
い
時
代
に
突

入
し
た
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

（
二
） 

帰
属
収
支
差
額
比
率
が
マ

イ
ナ
ス
の
法
人
の
割
合

　

表
２
に
よ
る
と
、
帰
属
収
支
差

額
が
赤
字
の
大
学
法
人
が
、
四

年
度
の
四
・
八
％
か
ら
十
八
年
度

に
は
三
二
・
四
％
に
増
加
し
、
短

大
法
人
も
四
・
六
％
か
ら
四
五
・
八

％
、
高
校
法
人
は
一
二
・
一
％
か

ら
四
九
・
五
％
へ
と
急
増
し
て
い

ま
す
。
大
学
法
人
の
三
分
の
一
、

短
大
法
人
と
高
校
法
人
の
約
二
分

の
一
が
、
経
営
的
に
か
な
り
逼
迫

し
た
状
況
に
あ
る
こ
と
が
伺
え
ま

す
。

　

さ
ら
に
深
刻
な
の
は
、
帰
属
収

支
差
額
が
二
〇
％
以
上
の
赤
字
の

法
人
で
、
大
学
法
人
三
〇
、
短
大

法
人
で
一
八
、
高
校
法
人
で
五
六

あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
の
一
〇
〇
以

上
の
法
人
は
、
早
急
に
経
営
改
善

の
手
立
て
を
講
じ
な
け
れ
ば
、
過

去
の
金
融
資
産
の
蓄
積
が
取
り
崩

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
し

て
、
資
金
が
枯
渇
す
れ
ば
、
経
営

破
綻
に
追
い
込
ま
れ
る
可
能
性
が

高
く
な
り
ま
す
。

二
．
部
門
別
の
財
務
状
況

　

前
述
の
よ
う
に
法
人
全
体
で
み

る
と
、
大
学
、
短
大
の
赤
字
分
を
、

高
校
、
幼
稚
園
、
あ
る
い
は
専
門

学
校
な
ど
の
黒
字
校
で
穴
埋
め
し

た
り
、
ま
た
逆
の
ケ
ー
ス
も
あ
り

ま
す
の
で
、
大
学
、
短
大
、
高
校

表１　帰属収支差額比率の年度別推移（法人別）

年度
大学法人 短期大学法人 高等学校法人

法人数
帰属収支
差額比率

法人数
帰属収支
差額比率

法人数
帰属収支
差額比率

4 357 15.6％ 262 26.0％ 619 15.7％
5 363 15.4％ 259 24.1％ 621 14.4％
6 378 15.1％ 247 22.1％ 631 13.1％
7 385 15.7％ 242 18.5％ 644 14.0％
8 393 14.8％ 236 14.6％ 646 10.5％
9 399 13.6％ 234 19.3％ 640 6.4％
10 409 12.7％ 227 7.5％ 644 5.9％
11 418 12.0％ 219 7.4％ 641 6.8％
12 435 11.7％ 204 4.5％ 637 6.4％
13 456 9.9％ 189 3.2％ 626 4.1％
14 469 8.1％ 178 4.0％ 618 3.2％
15 482 8.3％ 164 2.8％ 618 3.2％
16 495 7.3％ 155 7.0％ 622 3.5％
17 504 7.8％ 147 4.8％ 626 3.8％
18 516 6.6％ 142 3.1％ 648 2.1％
増減 159 △9.0％ △120 △22.9％ 29 △13.6％

表２　帰属収支差額比率がマイナスの割合（法人別）

年度
大学法人 短期大学法人 高等学校法人

計
0%
以下

同
割合

△20%
以下

計
0%
以下

同
割合

△20%
以下

計
0%
以下

同
割合

△20%
以下

4 357 17 4.8％ 2 262 12 4.6％ 0 619 75 12.1％ 9
5 363 24 6.6％ 2 259 11 4.2％ 0 621 78 12.6％ 6
6 378 17 4.5％ 4 247 8 3.2％ 1 631 78 12.4％　 7
7 385 20 5.2％ 4 242 16 6.6％ 2 644 97 15.1％ 8
8 393 24 6.1％ 3 236 33 14.0％ 5 646 141 21.8％ 10
9 399 28 7.0％ 4 234 38 16.2％ 6 640 174 27.2％ 18
10 409 31 7.6％ 6 227 65 28.6％ 16 644 179 27.8％ 25
11 418 37 8.9％ 7 219 72 32.9％ 21 641 186 29.0％ 25
12 435 69 15.9％ 8 204 81 39.7％ 22 637 199 31.2％ 17
13 456 109 23.9％ 25 189 85 45.0％ 25 626 228 36.4％ 37
14 469 124 26.4％ 37 178 79 44.4％ 26 618 231 37.4％ 35
15 482 121 25.1％ 33 164 57 34.8％ 18 618 245 39.6％ 33
16 495 123 24.8％ 30 155 56 36.1％ 16 622 279 44.9％ 47
17 504 138 27.4％ 25 147 51 34.7％ 16 626 313 50.0％ 61
18 516 167 32.4％ 30 142 65 45.8％ 18 648 321 49.5％　 56
増減 159 150 27.6％ 28 △120 53 41.2％ 18 29 246 37.4％　 47

平
成
十
八
年
度
決
算
集
計
か
ら
み
た

 
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
学
校
の
財
務
状
況
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の
そ
れ
ぞ
れ
の
財
務
状
況
を
見
る
た
め
に
は
、

部
門
別
で
分
析
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
学
生

の
急
増
期
に
は
、
大
幅
な
黒
字
の
部
門
が
赤
字

部
門
を
埋
め
る
充
分
な
余
裕
が
あ
っ
た
の
で
す

が
、
最
近
で
は
ど
の
部
門
に
も
そ
の
よ
う
な
余

裕
が
な
く
な
り
、
部
門
ご
と
の
独
立
採
算
が
強

化
さ
れ
て
い
ま
す
。
大
幅
な
赤
字
部
門
を
放
置

す
れ
ば
、
同
一
法
人
内
の
部
門
間
で
激
し
い
対

立
が
生
じ
、
最
近
で
は
大
学
と
高
校
が
そ
れ
ぞ

れ
別
法
人
と
し
て
分
離
に
い
た
る
ケ
ー
ス
も
い

く
つ
か
見
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

（
一
）
部
門
別
の
帰
属
収
支
差
額
比
率
の
推
移

　

表
３
に
よ
る
と
、
大
学
は
、
四
年
度
に

一
九
・
五
％
の
黒
字
で
あ
っ
た
も
の
が
、
十
八

年
度
に
は
、
一
〇
％
を
下
回
る
九
・
八
％
と
な

り
ま
し
た
。
短
大
で
は
、
二
八
・
四
％
と
超
黒

字
体
質
だ
っ
た
も
の
が
、
つ
い
に
〇
・
〇
％
、

高
校
も
一
七
・
〇
％
か
ら
〇
・
三
％
と
な
り
、
ま

っ
た
く
経
営
的
に
余
裕
の
な
い
状
況
に
追
い
込

ま
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
で
注
目
し
た
い
の
は
、
こ
の
十
四
年
間

で
大
学
が
一
八
三
校
増
加
し
、
短
大
が
九
一
校

減
少
し
て
い
る
こ
と
で
す
。
短
大
の
経
営
状
況

の
悪
化
が
現
れ
始
め
た
九
年
ご
ろ
か
ら
、
急
速

に
短
大
か
ら
四
年
制
大
学
へ
と
昇
格
し
て
い
っ

た
こ
と
が
伺
え
ま
す
。

（
二
） 

帰
属
収
支
差
額
比
率
が
マ
イ
ナ
ス
の
学

校
の
割
合

　

表
４
に
よ
る
と
、
帰
属
収
支
差
額
比
率
が

マ
イ
ナ
ス
の
大
学
の
割
合
は
、
四
年
度
に

一
三
・
八
％
で
あ
っ
た
も
の
が
、
十
八
年
度
に

は
三
一
・
九
％
と
増
加
し
、
短
大
は
一
〇
・
五
％

か
ら
五
二
・
五
％
、
高
校
も
一
四
・
五
％
か
ら

五
一
・
六
％
へ
と
更
に
増
加
し
て
い
ま
す
。
短

大
及
び
高
校
で
は
つ
い
に
半
分
以
上
が
赤
字

と
な
り
、
大
学
、
短
大
、
高
校
の
ど
の
部
門

も
極
め
て
苦
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
が
分
か
り

ま
す
。
特
に
二
〇
％
を
超
え
る
赤
字
を
出
し
て

い
る
大
学
は
八
〇
校
、
短
大
は
一
〇
四
校
、
高

校
は
一
六
八
校
も
あ
り
、
あ
わ
せ
て
三
五
二
校

に
な
り
ま
す
。
帰
属
収
支
差
額
比
率
で
二
〇
％

以
上
も
赤
字
で
あ
る
こ
と
は
、
一
〇
％
程
度
と

見
ら
れ
る
減
価
償
却
分
を
超
え
て
、
さ
ら
に
金

融
資
産
を
食
い
つ
ぶ
し
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま

す
。
最
近
で
は
、
金
融
機
関
等
が
私
学
へ
の
融

資
に
厳
し
く
な
っ
た
状
況
を
考
慮
す
る
と
、
こ

れ
ら
の
学
校
は
早
急
に
抜
本
的
な
対
応
を
取
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
三
）
十
八
年
度
の
規
模
別
分
析

　

表
５
（
次
頁
）
に
よ
る
と
、
規
模
に
よ
る
ス

ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
が
明
確
に
出
て
い
ま
す
。
大

学
は
、
一
〇
〇
〇
人
以
下
（
一
七
五
校
）
で

は
帰
属
収
支
差
額
比
率
が
一
〇
％
に
近
い
マ

イ
ナ
ス
で
す
。
一
〇
〇
〇
人
か
ら
二
〇
〇
〇

人
規
模
の
大
学
（
一
三
五
校
）
は
、
収
支
均

衡
、
二
〇
〇
〇
人
以
上
（
二
五
一
校
）
は
一
〇

％
程
度
の
黒
字
を
出
し
て
い
ま
す
。
大
学
は
、

二
〇
〇
〇
人
以
上
の
規
模
で
な
け
れ
ば
、
収
支

の
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ
な
い
状
況
に
あ
る
と
い
え

そ
う
で
す
。
こ
こ
で
注
目
し
た
い
の
は
、
五
〜

八
〇
〇
〇
人
規
模
の
大
学
が
一
五
・
八
％
の
黒

字
を
出
し
て
お
り
、
更
に
規
模
が
大
き
く
な
る

と
、黒
字
幅
が
小
さ
く
な
っ
て
い
る
こ
と
で
す
。

こ
れ
は
、
規
模
の
大
き
さ
だ
け
で
な
く
、
設
置

学
部
、
地
域
、
当
該
法
人
の
経
営
努
力
が
大
き

く
影
響
し
て
い
る
か
ら
だ
と
思
わ

れ
ま
す
。

　

短
大
は
、
二
〇
〇
人
以
下
の

小
規
模
校
（
八
八
校
）
は
、
帰

属
収
支
差
額
比
率
が
マ
イ
ナ

ス
二
六
・
九
％
で
す
。
一
方
、

一
五
〇
〇
人
以
上
の
大
規
模
短
大

は
（
六
校
）
は
、
一
八
・
五
％
と

大
き
な
黒
字
を
出
し
て
い
ま
す
。

　

高
校
は
、
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト

が
短
大
ほ
ど
明
確
に
現
れ
て
い
ま

せ
ん
。
逆
に
二
四
〇
〇
人
以
上
の

高
校
は
、
学
生
募
集
に
苦
し
み
、

経
営
状
況
は
悪
化
し
て
い
ま
す
。

こ
の
傾
向
は
、
今
後
大
学
、
短
大

に
も
及
ぶ
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す

の
で
、
安
易
な
規
模
の
拡
大
は
避

け
る
べ
き
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

規
模
別
分
析
で
注
意
し
た
い
こ

と
は
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
、
規
模

を
拡
大
す
れ
ば
、
経
営
状
況
が
改

善
さ
れ
る
と
は
限
ら
な
い
点
で

す
。
こ
れ
ら
の
数
値
は
あ
く
ま
で

平
均
値
で
あ
り
、
同
規
模
の
中
で

も
、
さ
ら
に
二
極
化
が
進
ん
で
い

ま
す
。
た
と
え
ば
、
五
〇
〇
人
未

満
の
大
学
七
八
校
の
な
か
で
も
、

二
一
校
は
収
支
が
プ
ラ
ス
、
五
七

校
が
マ
イ
ナ
ス
の
状
況
に
あ
り
、

規
模
が
小
さ
く
て
も
健
全
な
収
支

を
維
持
し
て
い
る
大
学
も
た
く
さ

ん
あ
り
ま
す
。
こ
れ
か
ら
は
、
学

生
と
い
う
パ
イ
が
全
体
と
し
て
減

少
し
て
い
く
わ
け
で
す
か
ら
、
教

表３　帰属収支差額比率の年度別推移（部門別）

年度
大 学 短期大学 高等学校

学校数
帰属収支
差額比率

学校数
帰属収支
差額比率

学校数
帰属収支
差額比率

4 378 19.5％ 495 28.4％ 1255 17.0％
5 384 19.6％ 497 26.9％ 1260 15.1％
6 400 19.4％ 497 25.3％ 1267 13.8％
7 409 20.7％ 497 22.7％ 1283 13.7％
8 419 20.0％ 498 19.2％ 1286 11.4％
9 425 19.4％ 499 16.0％ 1279 9.0％
10 438 18.9％ 496 11.7％ 1283 7.1％
11 450 17.5％ 493 9.2％ 1286 7.3％
12 470 18.2％ 487 3.1％ 1287 6.8％
13 492 16.3％ 468 0.4％ 1273 4.1％
14 507 13.7％ 460 0.9％ 1268 3.3％
15 521 13.3％ 447 2.3％ 1267 2.5％
16 537 11.4％ 435 6.8％ 1269 1.5％
17 547 10.9％ 418 2.5％ 1270 0.7％
18 561 9.8％ 404 0.0％ 1290 0.3％
増減 183 △9.7％ △ 91 △28.4％ 35 △16.7％ 

表４　帰属収支差額比率がマイナスの割合（部門別）

年度
大　　学 短期大学 高等学校

計
0%
以下

同
割合

△20%
以下

計
0%
以下

同
割合

△20%
以下

計
0%
以下

同
割合

△20%
以下

4 378 52 13.8％ 21 495 52 10.5％ 18 1255 182 14.5％ 24
5 384 54 14.1％ 21 497 59 11.9％ 20 1258 193 15.3％ 22
6 400 62 15.5％ 27 497 64 12.9％ 21 1266 193 15.2％ 25
7 409 55 13.4％ 22 497 79 15.9％ 31 1282 224 17.5％ 23
8 419 63 15.0％ 22 498 111 22.3％ 34 1286 280 21.8％ 39
9 425 48 11.3％ 22 499 136 27.3％ 51 1279 336 26.3％ 52
10 438 63 14.4％ 26 496 171 34.5％ 74 1283 377 29.4％ 60
11 450 63 14.0％ 27 493 196 39.8％ 95 1286 390 30.3％ 63
12 470 89 18.9％ 33 487 245 50.3％ 122 1287 424 32.9％ 71
13 492 113 23.0％ 50 468 249 53.2％ 137 1273 480 37.7％ 98
14 507 133 26.2％ 56 460 244 53.0％ 128 1268 513 40.5％ 105
15 521 151 29.0％ 61 447 205 45.9％ 112 1267 530 41.8％ 121
16 537 152 28.3％ 63 435 193 44.4％ 106 1269 594 46.8％ 149
17 547 166 30.3％ 62 418 190 45.5％ 100 1270 650 51.2％ 193
18 561 179 31.9％ 80 404 212 52.5％ 104 1290 666 51.6％ 168
増減 183 127 18.2％ 59 △ 91 160 42.0％ 86 35 484 37.1％ 144
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表５　帰属収支差額の規模別分析（18年度）

学生数
大　学

学生数
短期大学

学生数
高等学校

学校数
帰属収支
差額比率

学校数
帰属収支
差額比率

学校数
帰属収支
差額比率

～ 0.5千人 78 △10.1% ～ 0.2千人 88 △26.9% ～ 0.6千人 497 △6.2% 

0.5 ～ 1千人 97 △7.8% 0.2 ～ 0.5千人 161 △4.5% 0.6 ～ 1.2千人 585 1.2% 

1 ～ 2千人 135 2.6% 0.5 ～ 1千人 132 2.8% 1.2 ～ 1.8千人 170 3.9% 

2 ～ 3千人 79 9.0% 1 ～ 1.5千人 17 5.1% 1.8 ～ 2.4千人 33 2.5% 

3 ～ 5千人 67 9.5% 1.5千人～ 6 18.5% 2.4千人～ 5 1.3% 

5 ～ 8千人 51 15.8% 合 計 404 ― 合 計 1290 ―

8 ～ 10千人 14 13.9% 

10千人～ 40 12.9% 

合 計 561 ―

表６　帰属収支差額比率の地域別分析（18年度：大学・短大）

地域
大　学 短期大学

学校数
帰属収支
差額比率

学校数
帰属収支
差額比率

北海道 25 8.2％ 20 △13.2％
東　北 29 3.4％ 24 7.8％
北関東 22 △0.2％ 23 1.9％
南関東 180 9.5％ 102 △0.1％
甲信越 22 13.7％ 16 5.1％
北　陸 11 12.4％ 11 △4.9％
東　海 65 8.4％ 46 △2.0％
近　畿 111 13.4％ 85 0.2％
中　国 34 7.2％ 21 △1.4％
四　国 8 4.9％ 12 △4.9％
九　州 54 10.2％ 44 4.1％
合 計 561 9.8％ 404 0.0％

表７　帰属収支差額比率の県別分析（18年度：高等学校）

都道府県 学校数 帰属収支
差額比率 都道府県 学校数 帰属収支差額比率 都道府県 学校数 帰属収支

差額比率
北海道 56 △0.2% 石川県  8 △1.1% 岡山県 23 △4.8% 
青森県 17 △10.6% 福井県  6 4.2% 広島県 36 3.1% 
岩手県 12 △1.6% 山梨県  9 2.1% 山口県 19 1.8% 
宮城県 19 △12.7% 長野県 18 5.6% 徳島・香川県 12 △8.2% 
秋田県  5 10.3% 岐阜県 16 3.1% 愛媛県 12 △11.8% 
山形県 16 0.6% 静岡県 41 1.4% 高知県 6 5.4% 
福島県 16 1.3% 愛知県 55 12.8% 福岡県 60 0.2% 
茨城県 22 0.5% 三重県 13 2.7% 佐賀県 8 4.2% 
栃木県 14 4.5% 滋賀県  8 △9.5% 長崎県 21 12.1% 
群馬県 13 1.1% 京都府 38 0.3% 熊本県 22 △0.7% 
埼玉県 47 △4.4% 大阪府 93 △8.3% 大分県 14 △2.9%
千葉県 53 △3.8% 兵庫県 50 △3.3% 宮崎県 14 2.8%
東京都 232 0.7% 奈良県 13 4.6% 鹿児島県 22 7.0%
神奈川県 78 3.9% 和歌山県 8 0.4% 沖縄県 4 △27.9%
新潟県 15 2.6% 鳥取県 7 △6.9%

計 1290 0.3%
富山県 9 3.3% 島根県 10 △1.7%

育
内
容
の
充
実
を
目
指
し
た
縮
小
バ
ラ
ン
ス
を

学
校
運
営
の
選
択
肢
の
一
つ
と
し
て
考
え
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
四
）
十
八
年
度
の
地
域
別
分
析

　

表
６
及
び
表
７
を
見
る
と
、
大
学
・
短
大
・

高
校
と
も
に
各
地
域
の
特
徴
が
大
き
く
、
バ
ラ

ツ
キ
の
大
き
い
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。
地
域
ご

と
の
短
大
か
ら
大
学
へ
の
昇
格
状
況
、
あ
る
い

は
学
生
の
流
入
、
流
出
の
状
況
等
が
複
雑
に
影

響
し
、一
定
の
法
則
的
な
傾
向
は
あ
り
ま
せ
ん
。

大
学
の
状
況
は
、
南
関
東
、
甲
信
越
、
北
陸
、

近
畿
、
九
州
な
ど
の
地
域
が
強
く
、
東
北
、
北

関
東
、
四
国
な
ど
は
厳
し
い
状
況
に
お
か
れ
て

い
ま
す
。

　

短
大
は
、
東
北
、
甲
信
越
は
比
較
的
よ
い
状

況
に
あ
り
ま
す
が
、
全
体
的
に
苦
し
い
傾
向
に

あ
り
ま
す
。
特
に
東
京
を
含
む
南
関
東
の
短
大

が
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
て
い
る
こ
と
は
注
目
に
値

し
ま
す
。
全
体
的
に
み
る
と
、
入
学
志
願
動
向

と
同
様
の
傾
向
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

高
校
の
財
務
状
況
は
、県
ご
と
の
人
口
動
態
、

各
県
ご
と
に
定
め
ら
れ
て
い
る
公
私
協
定
、
県

の
補
助
金
の
動
向
な
ど
に
よ
り
、
か
な
り
の
バ

ラ
ツ
キ
が
見
ら
れ
ま
す
。
大
学
、
短
大
の
補
助

金
が
帰
属
収
入
に
占
め
る
比
率
は
一
〇
％
程
度

で
す
が
、
高
校
は
三
五
％
と
高
い
比
率
に
な
っ

て
お
り
、
補
助
金
の
影
響
が
極
め
て
大
き
い
と

い
え
ま
す
。
ち
な
み
に
帰
属
収
入
の
う
ち
補
助

金
比
率
が
四
〇
％
を
超
え
る
県
は
、
岩
手
県
、

群
馬
県
、新
潟
県
、富
山
県
、福
井
県
、愛
知
県
、

鳥
取
県
、
山
口
県
、
愛
媛
県
が
あ
り
ま
す
。
平

均
五
％
以
上
の
黒
字
を
出
し
て
い
る
県
は
、
秋

田
県
、
長
野
県
、
愛
知
県
、
高
知
県
、
長
崎
県
、

鹿
児
島
県
で
あ
り
、
一
方
五
％
以
上
の
赤
字
を

出
し
て
い
る
県
は
、
青
森
県
、
宮
城
県
、
滋
賀

県
、
大
阪
府
、
鳥
取
県
、
徳
島
・
香
川
県
、
愛

媛
県
、
沖
縄
県
で
す
。
高
校
の
場
合
は
、
規
模

が
小
さ
い
の
で
、
財
政
悪
化
の
ス
ピ
ー
ド
が
速

い
の
で
す
が
、
一
方
改
善
の
ス
ピ
ー
ド
も
速
い

の
が
特
徴
で
す
。
校
長
が
変
わ
っ
た
だ
け
で
、

経
営
状
況
が
大
き
く
改
善
さ
れ
た
ケ
ー
ス
が
多

く
み
ら
れ
ま
す
の
で
、
経
営
努
力
が
非
常
に
大

切
で
す
。
十
八
年
度
に
本
事
業
団
の
私
学
経
営

相
談
セ
ン
タ
ー
で
は
、
東
京
、
大
阪
、
福
岡
で

高
校
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
ま

し
た
が
、
三
会
場
で
五
〇
〇
人
以
上
の
参
加
者

が
集
ま
り
ま
し
た
。
大
学
法
人
や
短
大
法
人
よ

り
高
校
法
人
の
方
の
危
機
感
が
高
い
よ
う
に
感

じ
ら
れ
ま
し
た
。

三
．
お
わ
り
に

　

帰
属
収
支
差
額
比
率
が
マ
イ
ナ
ス
の
法
人

が
、
大
学
法
人
、
短
大
法
人
、
高
校
法
人
で
急

激
に
増
加
し
、
私
学
は
ま
さ
に
不
況
産
業
に
入

っ
た
と
い
え
ま
す
。
ま
た
、
入
学
志
願
者
の
状

況
を
反
映
し
て
、
財
政
的
に
も
二
極
化
の
傾
向

が
進
ん
で
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で
学
校
法
人
は
潰

れ
な
い
と
い
う
神
話
が
あ
り
ま
し
た
が
、
学
校

法
人
で
も
帰
属
収
支
差
額
で
赤
字
を
出
し
続
け

れ
ば
や
が
て
は
資
金
シ
ョ
ー
ト
す
る
こ
と
も
あ

り
え
ま
す
。
企
業
で
は
、
収
支
の
赤
字
を
出
さ

な
い
こ
と
が
経
営
の
鉄
則
で
あ
り
、
赤
字
を
出

せ
ば
、
株
主
が
黙
っ
て
い
ま
せ
ん
し
、
経
営
陣

の
総
退
陣
も
考
え
ら
れ
ま
す
。
私
学
に
あ
っ
て

も
帰
属
収
支
差
額
だ
け
は
黒
字
に
す
る
こ
と
が

経
営
の
基
本
で
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
経
営
責

任
の
所
在
を
明
確
に
し
、
真
剣
に
経
営
改
善
に

取
り
組
む
べ
き
と
き
で
す
。
現
在
の
私
学
経
営

は
、
下
り
坂
の
エ
レ
ベ
ー
タ
を
必
死
で
登
っ
て

い
る
よ
う
な
も
の
で
、
全
力
で
経
営
努
力
し
て

や
っ
と
現
状
維
持
が
で
き
る
の
だ
と
い
わ
れ
て

い
ま
す
。
今
こ
そ
理
事
、
教
職
員
が
一
体
と
な

っ
て
、
経
営
改
善
に
邁
進
し
、
私
学
の
存
在
価

値
を
高
め
ら
れ
る
よ
う
、
が
ん
ば
っ
て
い
た
だ

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

　

私
学
経
営
相
談
セ
ン
タ
ー

　

☎
〇
三（
三
二
三
〇
）八
四
七
四
・
四
九
〇
一

　

Ｅ
メ
ー
ル center@

shigaku.go.jp     
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私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
特
別
補
助
に

は
、
有
識
者
に
よ
る
審
査
を
基
に
採
択
を
行
う

補
助
項
目
を
設
け
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
で
は
、
今
年
度
の
採
択
制
補
助
項
目
の

採
択
状
況
等
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

な
お
、
特
別
補
助
は
今
年
度
よ
り
、
私
学
事

業
団
執
行
の
「
特
別
補
助
」
と
文
部
科
学
省
執

行
の
「
私
立
大
学
教
育
研
究
高
度
化
推
進
特
別

補
助
」
を
統
合
し
、
改
組
・
メ
ニ
ュ
ー
化
を
実

施
し
た
こ
と
に
伴
い
、
す
べ
て
本
事
業
団
に
よ

る
執
行
と
な
っ
て
い
ま
す
。

《
平
成
十
九
年
度
の
採
択
制
補
助
項
目
》

　

今
年
度
の
採
択
制
補
助
項
目
は
、
次
の
三
項

目
で
す
。

①
教
育
・
学
習
方
法
等
改
善
支
援

　

今
年
度
よ
り
「
学
部
教
育
の
高
度
化
・
個
性

化
支
援
メ
ニ
ュ
ー
群
」
の
中
に
位
置
付
け
ら
れ

ま
し
た
。
改
組
・
メ
ニ
ュ
ー
化
に
伴
い
、
昨
年

度
の
「
教
育
・
学
習
方
法
等
改
善
支
援
経
費
の

教
育
・
学
習
方
法
等
改
善
支
援
分
」、「
教
養
教

育
改
革
推
進
経
費
」、「
国
際
化
教
育
」（
以
上
、

私
立
大
学
教
育
研
究
高
度
化
推
進
特
別
補
助
）、

「
小
人
数
教
育
の
推
進
」（
特
別
補
助
）
の
四
項

目
を
統
合
し
ま
し
た
。
対
象
経
費
は
こ
れ
ま
で

と
同
様
、
教
育
や
学
習
方
法
等
の
改
善
の
た
め

の
取
組
み
に
係
る
経
費
と
し
て
い
ま
す
。

② 

新
規
学
習
ニ
ー
ズ
対
応
プ
ロ
グ
ラ
ム
支
援
経

費
（
新
規
項
目
）

　

各
申
請
ゾ
ー
ン
共
通
の
分
野
で
あ
る
「
新
た

な
学
習
ニ
ー
ズ
等
へ
の
対
応
」
の
中
に
設
置
さ

れ
ま
し
た
。
こ
の
分
野
の
中
に
は
、
従
前
の
三

項
目
（「
教
育
訓
練
講
座
」、「
公
開
講
座
」、「
科

目
等
履
修
生
」）
も
あ
り
ま
す
が
、
採
択
制
補

助
項
目
は
、
本
項
目
の
み
と
な
り
ま
す
。

　

対
象
経
費
は
、
社
会
人
の
学
び
直
し
や
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
等
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
実
践
的

な
教
育
コ
ー
ス
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
及
び
公
開

講
座
や
教
育
訓
練
講
座
等
の
教
材
に
係
る
経
費

と
し
て
い
ま
す
。

③ 

定
員
割
れ
改
善
促
進
特
別
支
援
経
費
（
新
規

項
目
）

　

定
員
割
れ
と
な
っ
て
い
る
私
立
大
学
等
が
実

施
す
る
経
営
の
効
率
化
や
学
校
規
模
の
適
正
化

等
経
営
改
善
へ
の
取
組
み
に
対
し
、
収
容
定
員

に
応
じ
て
一
定
額
を
、原
則
と
し
て
五
年
間（
三

年
後
に
中
間
評
価
を
実
施
）
補
助
を
行
う
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

《
審
査
・
採
択
方
法
》

　

採
択
に
あ
た
っ
て
は
、「
私
立
大
学
等
経
常

費
補
助
金
特
別
補
助
検
討
委
員
会
」
の
下
に
置

か
れ
る
審
査
専
門
委
員
が
、
書
面
審
査
を
行
い

ま
す
。
こ
の
書
面
審
査
は
、
補
助
項
目
ご
と
に

定
め
ら
れ
て
い
る
審
査
の
視
点
に
掲
げ
ら
れ
た

事
項
を
総
合
的
に
評
価
し
て
い
ま
す
。
こ
の
審

査
結
果
を
も
と
に
、「
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
金
特
別
補
助
検
討
委
員
会
」
に
お
い
て
審
議

が
行
わ
れ
、
予
算
額
の
範
囲
で
採
択
課
題
を
決

定
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

《
申
請
状
況
及
び
採
択
状
況
（
表
）》

①
教
育
・
学
習
方
法
等
改
善
支
援

　
「
イ
」
か
ら
「
へ
」
の
六
つ
の
区
分
で
そ
れ

ぞ
れ
審
査
を
行
い
ま
し
た
。
四
、四
七
〇
件

（
新
規
分
二
、一
四
五
件
）
の
申
請
が
あ
り
、
昨

年
よ
り
八
六
一
件
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
こ

の
結
果
、
新
規
分
の
採
択
率
は
、
昨
年
よ
り

二
八
・
五
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
、
六
〇
・
八
％
と
な

り
ま
し
た
。

　

な
お
、
従
前
、
こ
の
補
助
項
目
は
、
評
価
点

に
応
じ
て
一
一
〇
％
〜
八
〇
％
の
傾
斜
配
分

を
実
施
し
て
い
ま
し
た
が
、
今
年
度
は
一
律

一
〇
〇
％
と
し
ま
し
た
。

② 

新
規
学
習
ニ
ー
ズ
対
応
プ
ロ
グ
ラ
ム
支
援
経

費

　

一
校
に
つ
き
一
件
の
申
請
と
し
て
い
ま
す
。

申
請
件
数
は
五
四
件
で
、
採
択
学
校
数
は
三
八

校
（
採
択
率
は
七
〇
・
四
％
）
で
し
た
。

③
定
員
割
れ
改
善
促
進
特
別
支
援
経
費

　

今
年
度
は
、
大
学
四
四
校
、
短
期
大
学
三
〇

校
の
合
計
七
四
校
か
ら
申
請
が
あ
り
ま
し

た
。
採
択
学
校
数
は
、
大
学
が
二
〇
校
（
採
択

率
四
五
・
五
％
）、
短
期
大
学
が
一
二
校
（
同

四
〇
・
〇
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

採
択
制
補
助
項
目
の
採
択
結
果
に
つ
い
て

は
、
す
で
に
該
当
法
人
に
お
知
ら
せ
し
て
い
ま

す
の
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部
補
助
金
課

☎
〇
三(

三
二
三
〇)

七
八
八
三
〜
八
四

　

 

（
特
別
補
助
第
一
係
）

　
　
　
　
　
　
　
　

七
八
八
七
〜
八
八

　

 

（
特
別
補
助
第
二
係
）

Ｅ
メ
ー
ル　

hojokin@
shigaku.go.jp 

平
成
十
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度
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大
学
等
経
常
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補
助
金

 
特
別
補
助
の
採
択
状
況

表　採択制補助項目　採択状況

採択制補助項目 申請
学校数

申請件数
採択
学校数

採択件数 新規分
採択率
（Ｂ／Ａ）

前年度
新規分
採択率総数 うち新規

（Ａ） 総数 うち新規
（Ｂ）

① 教育・学習方法等改善支援 701校 4,470件 2,145件 667校 3,630件 1,305件 60.8% 89.3%

審
査
区
分

イ　 教育・学習方法等
の改善のための組
織的な取組み

― 1,098件 563件 ― 846件 311件 55.2% 88.7%

ロ　 教育分野の多様
化、学際化に対応
する教育研究

― 672件 345件 ― 547件 220件 63.8% 89.4%

ハ　 マルチメディアの
活用により教育効
果の向上を図る教
育研究

― 607件 271件 ― 510件 174件 64.2% 86.4%

ニ　 学生の実体験を重
視した教育研究 ― 811件 422件 ― 668件 279件 66.1% 88.0%

ホ　 豊かな人間性育
成・建学の理念等
を達成する教育研
究

― 833件 351件 ― 685件 203件 57.8% 93.7%

ヘ　 国際社会に対応で
きる人材育成を図
る等の教育研究

― 449件 193件 ― 374件 118件 61.1% ―

学
校
別（
再
掲
）

大学、高等専門学校 461校 3,424件 1,615件 447校 2,755件 946件 58.6% 90.3%

短期大学 240校 1,046件 530件 220校 875件 359件 67.7% 85.9%

② 新規学習ニーズ対応プロ
グラム支援経費 54校 54件 54件 38校 38件 38件 70.4% ―

学
校
別

大学、高等専門学校 39校 39件 39件 26校 26件 26件 66.7% ―

短期大学 15校 15件 15件 12校 12件 12件 80.0% ―

③ 定員割れ改善促進特別支
援経費 74校 74件 74件 32校 32件 32件 43.2% ―

学
校
別

大学 44校 44件 44件 20校 20件 20件 45.5% ―

短期大学・高等専門学
校 30校 30件 30件 12校 12件 12件 40.0% ―



　
  

再
生
へ
の
キ
ー
ワ
ー
ド

　
　
　

第
七
回 
短
大
か
ら
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
へ

桜
美
林
大
学
大
学
院
国
際
学
研
究
科
教
授　
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１
．
は
じ
め
に

　

短
期
大
学
が
縮
小
し
て
い
る
。
ピ
ー
ク
時
の

一
九
九
五
年
度
に
は
国
公
私
合
わ
せ
て
五
九
六

校
あ
っ
た
短
大
は
、
二
〇
〇
七
年
度
に
は
四
三

四
校
と
お
よ
そ
四
分
の
三
に
ま
で
減
少
し
、
学

生
数
は
こ
の
間
に
約
四
九
万
九
〇
〇
〇
人
か
ら

一
八
万
七
〇
〇
〇
人
へ
と
、
四
割
以
下
に
減
じ

て
い
る
。
こ
の
様
に
、
学
校
数
が
縮
小
し
て
い

る
と
こ
ろ
に
そ
れ
以
上
の
勢
い
で
学
生
数
が
減

っ
て
お
り
、
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業

団
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
本
年
度
に
は
二
二
五
校

と
私
立
短
大
の
過
半
で
定
員
割
れ
が
起
こ
り
、

定
員
充
足
率
が
五
〇
％
未
満
の
も
の
が
一
九
校

あ
る
と
い
う
。

　

こ
う
し
た
事
態
の
放
置
は
、
日
本
の
高
等
教

育
の
シ
ス
テ
ム
と
し
て
の
弱
体
化
を
招
き
、
ひ

い
て
は
日
本
が
目
指
し
て
い
る
知
識
基
盤
社
会

の
構
築
の
障
害
と
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
知
識
基

盤
社
会
の
実
現
に
は
ア
ク
セ
ス
の
良
い
高
等
教

育
の
遍
在
が
不
可
欠
だ
か
ら
で
あ
り
、
そ
の
要

が
本
来
的
に
は
短
期
大
学
だ
け
が
提
供
し
う
る
、

准
士
レ
ベ
ル
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
軸
と
す
る
、

地
域
に
密
着
し
た
多
様
な
内
容
の
短
期
高
等
教

育
だ
か
ら
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
の
こ
と
は
、
短

期
大
学
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
と
し
て

の
再
生
が
、
と
り
も
直
さ
ず
こ
う
し
た
社
会
の

実
現
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
意
味
し

て
い
る
。

２
．
日
本
は
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
段
階
で
は
な
い

　

日
本
の
高
等
教
育
は
し
ば
し
ば
ユ
ニ
バ
ー
サ

ル
段
階
に
達
し
た
と
論
じ
ら
れ
て
い
る
。
例
え

ば
二
〇
〇
五
年
の
中
教
審
答
申
（「
我
が
国
の

高
等
教
育
の
将
来
像
」）
で
は
、「
同
年
齢
の
若

年
人
口
の
過
半
数
が
高
等
教
育
を
受
け
る
と
い

う
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
段
階
の
高
等
教
育
が
既
に
実

現
し
つ
つ
あ
る
」
と
し
て
い
る
。
し
か
し
こ
れ

は
正
し
く
な
い
。

　

こ
う
し
た
論
の
根
拠
と
な
っ
て
い
る
マ
ー
チ

ン
・
ト
ロ
ウ
の
高
等
教
育
の
発
展
段
階
説
で
は
、

確
か
に
該
当
年
齢
人
口
の
一
五
％
、
五
〇
％
の

就
学
率
が
エ
リ
ー
ト
、
マ
ス
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル

へ
の
段
階
移
行
の
指
標
と
し
て
提
示
さ
れ
て
い

る
。
そ
し
て
、
日
本
の
大
学
・
短
大
進
学
率
は

五
〇
％
を
超
え
て
い
る
。
し
か
し
、
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
と
は
「
普
遍
」
と
い
う
意
味
で
あ
り
、
そ

の
段
階
に
達
し
た
と
い
う
の
な
ら
ば
、
高
等
教

育
が
万
人
の
も
の
に
な
っ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
段
階
と
は
、一
般
に「
就

学
に
対
す
る
経
済
的
な
障
害
の
除
去
と
、
必
要

な
場
所
の
用
意
」
と
定
義
さ
れ
る
し
、
ト
ロ
ウ

も
「
誰
も
が
な
ん
ら
か
の
形
で
中
等
以
降
教
育

に
ア
ク
セ
ス
し
う
る
」
段
階
と
言
っ
て
い
る
。

　

つ
ま
り
、
高
等
教
育
の
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
段
階

と
は
、
万
人
に
高
等
教
育
の
機
会
が
用
意
さ
れ

て
い
る
状
態
を
指
す
の
で
あ
り
、
伝
統
的
な
大

学
該
当
年
齢
層
の
就
学
率
が
五
〇
％
を
超
え
る

と
い
う
の
は
そ
の
結
果
で
あ
り
、
指
標
の
一
つ

に
し
か
す
ぎ
な
い
。
高
等
教
育
の
機
会
自
体
は

一
〇
〇
％
の
人
々
に
用
意
さ
れ
て
い
る
と
い
う

の
が
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
状
態
、
つ
ま
り
普
遍
化
し

た
状
態
で
あ
り
、
そ
れ
は
ま
ず
、
就
学
に
対
す

る
経
済
的
な
障
害
の
除
去
で
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
と
こ
ろ
が
、
日
本
の
大
学
及
び
短
大
の
多

く
が
授
業
料
へ
の
依
存
度
の
高
い
私
学
で
あ
り
、

奨
学
金
も
充
実
し
て
い
る
と
は
言
い
が
た
い
。

そ
こ
で
日
本
の
進
学
率
が
五
〇
％
を
超
え
た
と

い
っ
て
も
、
そ
の
層
は
数
年
間
の
放
棄
所
得
に

耐
え
高
額
の
授
業
料
を
負
担
で
き
る
層
に
ほ
ぼ

限
定
さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
状
況
の
も
う
一
つ
の

要
件
は
、
必
要
な
学
習
の
機
会
が
用
意
さ
れ
て

い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は

種
々
の
点
で
不
足
が
指
摘
で
き
る
が
、
社
会
人

に
と
っ
て
の
学
習
場
所
が
ほ
と
ん
ど
機
能
し
て

い
な
い
こ
と
に
象
徴
さ
れ
る
。
そ
れ
は
、
社
会

人
が
必
要
と
す
る
内
容
と
い
う
意
味
で
も
そ
う

で
あ
る
し
、
社
会
人
が
物
理
的
に
学
習
で
き
る

機
会
と
い
う
意
味
で
も
そ
う
で
あ
る
。
社
会
人

の
学
習
場
所
と
い
う
か
ら
に
は
、
た
だ
入
学
を

許
せ
ば
い
い
の
で
は
な
く
、
社
会
人
の
必
要
と

す
る
内
容
が
提
供
さ
れ
、
仕
事
や
家
事
の
負
担

を
負
っ
た
ま
ま
で
学
習
で
き
る
方
法
が
確
立
さ

れ
る
必
要
が
あ
る
の
で
あ
る
。

３
．
ア
メ
リ
カ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ

　

こ
う
し
た
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
段
階
の
要
件
を
か

ろ
う
じ
て
ク
リ
ア
ー
し
て
い
る
の
が
ア
メ
リ
カ

で
あ
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
が
そ
の

実
現
の
要
で
あ
る
こ
と
は
明
白
で
あ
る
。
そ
も

そ
も
ト
ロ
ウ
が
一
般
理
論
の
様
に
提
示
し
た
発

展
段
階
説
が
モ
デ
ル
し
て
い
た
の
は
ア
メ
リ
カ

で
あ
り
、
一
九
七
〇
年
代
当
時
に
ユ
ニ
バ
ー
サ

ル
段
階
に
あ
る
と
さ
れ
た
の
は
ア
メ
リ
カ
だ
け

で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
そ
こ
で
は
高
等
教
育
の

機
会
が
「
万
人
の
権
利
」
と
な
っ
て
い
る
と
し

た
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
当
時
に
お
い
て
も
、
そ
し
て
今
日

に
お
い
て
も
、
ア
メ
リ
カ
の
高
等
教
育
で
万
人

の
ア
ク
セ
ス
が
制
度
的
に
可
能
と
な
っ
て
い
る

の
は
、
経
済
的
障
害
を
直
接
的
に
除
去
す
る
も

の
と
し
て
の
連
邦
奨
学
金
制
度
と
、
必
要
な
教

育
を
必
ず
用
意
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ

ジ
の
存
在
に
よ
っ
て
で
あ
る
。
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル

段
階
の
社
会
で
は
、
万
人
が
高
度
な
学
習
を
必

要
と
し
、
そ
し
て
高
等
教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス
の

権
利
を
持
っ
て
い
る
。
こ
の
条
件
を
満
た
す
た

め
に
は
、
地
域
ご
と
に
大
学
入
学
資
格
を
持
つ

す
べ
て
の
人
に
入
学
を
許
し
、
地
域
の
高
等
教

育
需
要
に
全
面
的
に
応
え
る
シ
ス
テ
ム
が
必
要

で
、
そ
の
体
現
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ

リレー連
載

今
月
の　

 　

 （
編
集
部
よ
り
）

　

 「
三
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実
」

　

短
大
の
再
生
は
、
地
域
の
高
等
教
育
需
要
に

全
面
的
に
応
え
る
シ
ス
テ
ム
を
持
ち
、
地
域
知

識
社
会
と
リ
ン
ク
し
て
行
わ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、

そ
の
た
め
に
編
入
教
育
、
職
業
教
育
、
地
域
の

文
化
ニ
ー
ズ
を
受
け
止
め
る
生
涯
学
習
の
三
つ

の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実
が
重
要
な
よ
う
で
す
。



7

第 1 2 2 号 平成 2 0 年 2 月 1 日

な
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
高
等
教
育
と
し
て
の

質
を
示
す
最
も
コ
ン
パ
ク
ト
な
形
の
学
位
で
あ

る
ア
ソ
シ
エ
ー
ト
（
准
士
）
課
程
を
持
ち
、
し

か
し
そ
れ
に
と
ど
ま
ら
な
い
教
育
を
提
供
す
る
。

そ
の
教
育
は
多
様
で
あ
り
、
四
年
制
大
学
へ
の

編
入
教
育
、
職
業
教
育
、
そ
し
て
広
範
な
地
域

の
文
化
的
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
分
類
さ
れ
る
。

　

図
表
１
は
、
ア
メ
リ
カ
の
大
学
の
年
齢
別
及

び
就
学
形
態
別
の
学
生
数
を
、
四
年
制
と
二
年

制
に
分
け
て
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
ま
ず
、
年

齢
別
に
み
る
と
、
と
も
に
広
範
な
年
齢
層
の
学

生
が
い
る
こ
と
が
わ
か
る
が
、
こ
こ
で
の
四
年

制
大
学
に
は
大
学
院
レ
ベ
ル
も
含
ま
れ
る
の
で
、

二
十
歳
か
ら
二
十
九
歳
ま
で
の
広
い
年
齢
層
に

学
生
が
分
布
し
て
い
る
の
は
当
然
と
し
て
、
短

期
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
し
か
な
い
二
年
制
大
学
の
場

合
も
ほ
ぼ
同
様
の
分
布
に
な
っ
て
い
る
。
さ
ら

に
は
三
十
歳
以
上
の
ど
の
区
分
で
も
二
年
制
の

方
が
四
年
制
よ
り
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

そ
し
て
、
総
数
で
は
四
年
制
一
一
〇
〇
万
に
対

し
て
二
年
制
は
六
五
〇
万
人
と
少
な
い
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
六
十
五
歳
以
上
で
は
前
者
一
万
六

〇
〇
〇
人
に
対
し
て
後
者
は
五
万
六
〇
〇
〇
人

と
絶
対
数
で
も
凌
駕
し
て
い
る
。
こ
の
現
象
は

一
八
歳
以
下
に
お
い
て
も
、
四
年
制
が
一
九
万

人
に
対
し
て
二
年
制
が
三
八
万
人
と
な
っ
て
お

り
、
同
様
で
あ
る
。

　

ま
た
、
就
学
形
態
で
は
パ
ー
ト
タ
イ
ム
が
四

年
制
で
は
二
六
％
だ
け
な
の
に
対
し
て
、
二
年

制
で
は
五
九
％
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
こ

と
に
象
徴
的
に
示
さ
れ
て
い
る
様
に
、
二
年
制

大
学
の
存
在
は
、
高
等
教
育
へ
ア
ク
セ
ス
の
機

会
を
圧
倒
的
に
拡
大
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

そ
の
結
果
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
の
二
年
制
大

学
は
、
か
つ
て
ア
メ
リ
カ
が
経
験
し
た
十
八
歳

人
口
の
減
少
期
に
も
、
学
生
数
を
減
ら
す
ど
こ

ろ
か
、
増
加
さ
せ
た
の
で
あ
る
。
図
表
２
は
そ

の
状
態
を
示
し
た
も
の
で
、
一
九
八
〇
年
代
か

ら
九
〇
年
代
前
半
に
か
け
て
当
該
人
口
が
約
二

割
減
少
す
る
中
、二
年
制
大
学
の
学
生
数
は
一
・

二
倍
に
膨
ら
ん
で
い
る
。

４
．
短
大
か
ら
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
へ

　

こ
う
し
た
ア
メ
リ
カ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ

レ
ッ
ジ
に
対
し
て
、
日
本
の
短
大
は
そ
の
違
い

が
強
調
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
い
わ
く
、
前
者

は
公
立
で
あ
り
、
後
者
は
私
立
が
中
心
で
あ
る
。

短
大
卒
業
者
に
は
大
学
編
入
資
格
は
あ
る
も
の

の
、
ア
メ
リ
カ
の
様
な
明
確
な
編
入
プ
ロ
グ
ラ

ム
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。
短
大
は
「
大
学
」

で
あ
り
、
い
わ
ゆ
る
職
業
教
育
と
は
一
線
を
画

す
。
ア
メ
リ
カ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ

に
近
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
持
つ
の
は
む
し
ろ
専
門

学
校
で
あ
る
。
短
大
に
は
地
域
の
文
化
ニ
ー
ズ

を
直
接
に
受
け
止
め
る
義
務
も
な
い
。
等
々
。

　

し
か
し
、
こ
こ
で
ま
ず
重
要
な
こ
と
は
、
今

の
日
本
に
と
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
に
相
当
す
る
高
等
教
育
機
関
が

必
要
だ
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
激
し
く
変
化
す

る
社
会
の
中
で
、
す
で
に
社
会
人
と
さ
れ
る

人
々
も
再
学
習
が
必
要
で
あ
る
。
そ
し
て
、
そ

れ
は
知
識
基
盤
社
会
が
要
請
す
る
、
相
当
に
高

度
な
内
容
の
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

で
は
、
そ
う
し
た
機
関
は
ど
う
し
た
ら
実
現

で
き
る
の
か
。
そ
う
見
て
く
れ
ば
、
そ
れ
に
最

も
近
い
機
関
は
短
大
で
あ
る
。
公
立
短
大
は
率

先
し
て
そ
の
役
割
を
果
た
す
べ
き
で
あ
る
が
、

私
立
短
大
も
公
益
法
人
で
あ
る
。
そ
し
て
、
経

常
費
補
助
金
を
受
け
て
い
る
と
言
う
こ
と
は
、

ア
メ
リ
カ
の
制
度
で
言
え
ば
パ
ブ
リ
ッ
ク
と
言

え
る
存
在
な
の
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
は
、
編
入
教
育
に
お
い
て
も
職
業
教

育
に
お
い
て
も
、
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
持
て
る

の
は
短
大
で
あ
っ
て
、
専
門
学
校
で
は
な
い
。

地
域
の
文
化
ニ
ー
ズ
も
、
自
治
体
の
運
営
す
る

生
涯
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
断
片
的
な
傾
向
が
あ

り
、
本
来
的
に
自
治
体
は
系
統
的
な
展
開
を
地

域
の
短
大
に
依
嘱
す
べ
き
な
の
で
あ
る
。

　

こ
の
様
に
、
短
大
再
生
の
方
策
は
、
地
域
に

お
け
る
知
識
社
会
の
構
築
と
リ
ン
ク
し
て
行
わ

れ
る
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
こ
と
の
み
に
よ
っ
て

可
能
と
な
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
短
大
は
個
々

の
経
営
の
高
度
化
と
と
も
に
、
短
大
の
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
へ
の
展
開
を
組
み
込
ん
だ

地
方
及
び
国
レ
ベ
ル
の
政
策
形
成
に
積
極
的
に

関
与
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の
で

あ
る
。

舘　
　
　

昭
（
た
ち　

あ
き
ら
）

　

一
九
四
八
年
生
、
東
京
大
学
教
育
学
部
卒
、

同
大
学
院
博
士
課
程
満
期
退
学
。
奈
良
教
育

大
学
・
放
送
教
育
開
発
セ
ン
タ
ー
・
大
学
評
価
・

学
位
授
与
機
構
を
経
て
二
〇
〇
四
年
よ
り
現

職
。
著
編
書
に
「
短
大
か
ら
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

カ
レ
ッ
ジ
へ
」「
短
大
フ
ァ
ー
ス
ト
ス
テ
ー
ジ

論
」「
大
学
改
革
日
本
と
ア
メ
リ
カ
」「
岐
路

に
立
つ
大
学
」「
原
点
に
立
ち
返
っ
て
の
大
学

改
革
」
な
ど
。

図表１　アメリカの大学のタイプ別＆年齢別＆就学形態別学生数 （2005年）
４年制 （割合） ２年制 （割合）

全年齢 10,999,420 100 6,488,055 100
18 歳以下 191,533 1.7 375,290 5.8
18、19歳 2,334,209 21.2 1,393,461 21.5
20、21歳 2,421,578 22 1,086,508 16.7
22～24歳 2,013,534 18.3 899,032 13.9
25～29歳 1,572,796 14.3 837,914 12.9
30～34歳 822,899 7.5 529,588 8.2
35～39歳 541,327 4.9 404,460 6.2
40～49歳 708,032 6.4 584,729 9
50～64歳 306,794 2.8 285,947 4.4
65 歳以上 16,111 0.1 55,807 0.9
年齢不明 70,607 0.6 35,319 0.5
フルタイム 8,150,209 74.1 2,646,802 40.8
パートタイム 2,849,211 25.9 3,841,253 59.2
出典）NCES Digest of Educational Statistics 2006 より作成

図表２　アメリカの18、19歳人口と 2年制大学生数の推移

出典）NCES Digest of Educational Statistics 2006 より作成



※ 　この計画で定めた平成24年度の目標の達成状況が、平成25年度以降に本事業団が納付する後期高齢者
医療制度への支援金に反映（±10％の加算・減算措置）される仕組みになっており、達成状況いかんに
よっては新たな負担増につながる可能性もあります。特定健康診査等の円滑な実施に向け、学校法人等
の皆様のご協力を重ねてお願いいたします。

　　実施計画については３月頃に私学共済事業ホームページで公表する予定です。

　特定健康診査等の実施方法等

○ 特定健康診査は、加入者については学校保健法又は労働安全衛生法で義務付けられる定期健康診断と特
定健康診査の健診項目が重複するため、二度受診しなくても済むよう、学校法人等において実施する定
期健康診断の結果を特定健康診査のデータとして活用します。任意継続加入者及び被扶養者（以下「被
扶養者等」といいます）については、私学事業団が契約した健診機関において受診していただきます。

○ 特定保健指導は、加入者、任意継続加入者、被扶養者とも私学事業団が契約した保健指導機関において
受けていただきます。

○ これらの契約健診機関・保健指導機関の選定に当たっては、加入者及び被扶養者等の利便を確保するよ
う十分配慮します。また、東京臨海病院の機能も積極的に活用します。

○ 加入者については、前述のとおり学校法人等における定期健康診断の受診をもって特定健康診査の実施
を行ったものとするため、従来どおり個人負担はありません。

○ 被扶養者等の特定健康診査、加入者及び被扶養者等の特定保健指導については、私学事業団から、対象
者に「特定健康診査受診券」・「特定保健指導利用券」を送付します。受診券・利用券を私学事業団の契
約した特定健康診査・保健指導機関に加入者証とともに提出することで受診することができます。この
場合、個人負担は当分の間原則無料です。

　個人情報の保護

○ 特定健康診査等の実施にあたっては、日本私立学校振興・共済事業団個人情報保護方針に従います。また、
日本私立学校振興・共済事業団個人情報管理規程に定める規定に基づいて、必要な教育研修を行うなど
個人情報の適切な管理・運用に努めます。

○ 特定健康診査等記録の保存期間は5年間とし（資格喪失した場合は翌年度末まで）、保管年限終了後は、
私学事業団において消去・廃棄します。

　特定健康診査等実施計画の公表・周知

○ 本計画は、私学共済事業ホームページに掲載し公表します。また、「月報私学」「レター」、事務担当者
連絡会等を通じて周知を図ります。

　特定健康診査等実施計画の評価及び見直し

○毎年、目標値の達成状況及び経年変化の推移等を検証し計画の評価・見直しを行います。

○ なお、より的確な計画の評価・見直しを行うため、必要に応じて学校法人等を対象としたアンケート調
査を実施する予定です。

8

平成 2 0 年 2 月 1 日 第 1 2 2 号

共
済
業
務



特定健康診査・特定保健指導実施計画（案）の概要
　すでに本誌でお知らせしているとおり、平成20年4月から特定健康診査・特定保健指導（以下「特定健康診査等」とい
います）が始まります。
　特定健康診査等の事業開始にあたり、私学事業団等の医療保険者は、特定健康診査等にかかる実施方法及び成果に関
する具体的な目標などをまとめた「特定健康診査等実施計画（以下「実施計画」といいます）」を定め、これを公表する
こととされています（『高齢者の医療の確保に関する法律』第19条）。
　今回は、現在策定中「実施計画（案）」の概要をご紹介します。この特定健康診査等の事業は、生活習慣病の予防など、
加入者や被扶養者等の皆様の健康の保持・増進に役立てていただくための事業です。学校法人等の皆様におかれましても、
事業内容の周知及び実施方法等に関するご理解・ご協力を賜りますようよろしくお願いいたします。

■実施計画（案）の構成■

序　章　計画策定にあたって
第１章　達成しようとする目標
第２章　特定健康診査等の対象者数
第３章　特定健康診査等の実施方法
第４章　個人情報の保護
第５章　特定健康診査等実施計画の公表・周知
第６章　特定健康診査等実施計画の評価及び見直し
第７章　その他特定健康診査等の円滑な実施を確保するために必要と認める事項

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

特定健康診査
　　　　　実施率目標

70% 73% 75% 78% 80%

特定保健指導
　　　　　実施率目標

27% 32% 36% 41% 45%

メタボリックシンドローム
該当者・予備群の減少率目標

― ― ― ― 10%
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■実施計画（案）の概要■

　計画の期間

○平成20年度から平成24年度までの5か年とします。

　達成しようとする目標

○ 特定健康診査の実施率80％、特定保健指導の実施率45％を平成24年度の時点での目標とします。また、
平成24年度のメタボリックシンドローム該当者・予備群の割合を、平成20年度の値から10％減少さ
せることを目標とします。
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毎
年
三
月
末
か
ら
四
月
は
資
格
取
得
や
資
格
喪
失
な
ど
の
届
け
出
が
非
常
に
多
く
な
り
、
四
月

に
事
務
処
理
が
集
中
し
ま
す
。
そ
こ
で
加
入
者
証
等
を
で
き
る
だ
け
早
く
お
届
け
す
る
た
め
に
、

資
格
取
得
報
告
書
等
の
事
前
受
付
を
二
月
二
十
八
日
（
木
）
か
ら
実
施
し
ま
す
。

　

三
月
三
十
一
日
の
退
職
者
等
及
び
四
月
一
日
の
採
用
者
等
教
職
員
の
異
動
を
予
定
し
て
い
る
学

校
法
人
等
は
、
ぜ
ひ
事
前
受
付
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。■ 

提
出
上
の
注
意 　
　

① 　

事
前
受
付
の
対
象
と
な
る
報
告
書
等
は
下

表
の
と
お
り
で
す
。

　

 　

な
お
、
通
常
分
の
報
告
書
等
と
は
区
別
し

て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

② 　

提
出
書
類
は
記
入
漏
れ
の
な
い
よ
う
ご
注

意
く
だ
さ
い
。
特
に
、
学
校
記
号
番
号
に
つ

い
て
は
、
誤
り
が
あ
る
と
誤
送
付
に
つ
な
が

り
、
誤
送
付
先
の
学
校
へ
大
変
な
迷
惑
を
お

か
け
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
正
確
に

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、「
資
格
取
得

報
告
書
」
に
は
必
ず
基
礎
年
金
番
号
を
記
入

す
る
と
と
も
に
基
礎
年
金
番
号
通
知
書
等
の

写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。 

③ 　

書
類
不
備
に
よ
る
返
送
等
が
あ
る
と
再
提

出
の
受
付
日
以
降
に
処
理
し
ま
す
の
で
、
そ

の
分
、
加
入
者
証
及
び
確
認
通
知
書
等
の
発

送
が
遅
く
な
り
ま
す
。

④ 　

任
意
継
続
加
入
者
が
引
き
続
い
て
四
月
一

日
か
ら
再
資
格
取
得
を
す
る
場
合
は
、
事
前

受
付
の
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん
。 

■ 

報
告
内
容
の
訂
正 

① 　

事
前
受
付
の
報
告
書
の
内
容
に
誤
り
が
あ

っ
た
と
き
は
、
必
ず
「
訂
正
申
出
書
」
等
に

よ
り
訂
正
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　

 　

な
お
、
訂
正
処
理
後
の
加
入
者
証
等
の
送

付
は
四
月
中
旬
以
降
と
な
り
ま
す
。

② 　
「
任
意
継
続
加
入
者
申
出
用
資
格
喪
失
報

告
書
」
を
提
出
後
に
再
就
職
が
決
定
し
、
資

格
喪
失
日
（
退
職
日
の
翌
日
）
か
ら
他
の
健

康
保
険
又
は
共
済
組
合
等
に
本
人
と
し
て
加

入
し
た
場
合
は
、
任
意
継
続
の
取
り
下
げ
が

必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、
必
ず
申
し
出
て
く

だ
さ
い
。

　

 　

な
お
、
資
格
喪
失
日
以
後
に
、
次
の
事
由

に
よ
る
任
意
継
続
の
取
り
下
げ
は
で
き
ま
せ

ん
の
で
、
任
意
継
続
加
入
の
際
に
は
ご
検
討

く
だ
さ
い
。

　

・
配
偶
者
等
の
被
扶
養
者
と
な
る

　

・
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
と
な
る

■ 

加
入
者
証
等
の
取
り
扱
い

① 　

三
月
三
十
一
日
退
職
者
は
、
退
職
日
ま
で

は
加
入
者
証
を
使
用
し
て
保
険
診
療
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
加
入
者
証
は
、
退

職
後
に
必
ず
回
収
し
て
く
だ
さ
い
。

② 　
「
資
格
取
得
報
告
書
」
と
「
被
扶
養
者
認

定
申
請
書
」
を
同
時
に
申
請
し
た
場
合
で
も
、

被
扶
養
者
の
認
定
処
理
に
つ
い
て
は
、
時
間

が
か
か
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、

資
格
取
得
・
資
格
喪
失
報
告
書
の
事
前
受
付

二
月
二
十
八
日
（
木
）
か
ら
受
け
付
け
を
始
め
ま
す

資
格
取
得
の
処
理
が
先
行
し
、
被
扶
養
者
の

表
示
が
な
い
加
入
者
証
が
先
に
送
付
さ
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

 　

被
扶
養
者
認
定
処
理
後
に
被
扶
養
者
を
表

示
し
た
加
入
者
証
等
を
改
め
て
送
付
し
ま
す

の
で
、
先
に
送
付
さ
れ
た
被
扶
養
者
の
表
示

が
な
い
加
入
者
証
は
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

③ 　

報
告
内
容
の
訂
正
を
し
た
場
合
は
、
訂
正

処
理
後
に
正
し
い
内
容
の
加
入
者
証
等
を
送

付
し
ま
す
の
で
、
訂
正
前
の
加
入
者
証
等
は

返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

　

 　

加
入
者
証
返
納
の
際
は
、「
資
格
喪
失
に

よ
る
加
入
者
証
返
納
理
由
書
⑴
」
又
は
「
差

し
替
え
に
よ
る
加
入
者
証
返
納
理
由
書
⑵
」

（
平
成
十
九
年
版
事
務
の
手
引
一
一
四
頁
参

照
）
を
添
付
し
、
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

加入者証等の発送

受　付　期　間 発　送　日

２月28日（木）から３月11日（火）到着分
３月12日（水）から３月21日（金）到着分

３月26日（水）
４月４日（金）

※ 3月24日（月）以後に到着した分は、4月11日（金）以後順次発送し
ます。

※ 4月1日（火）以後に到着した分は、事務処理におおむね2週間程度
が必要になりますので、その後の発送になります。

対象となる異動内容
対象となる報告書等 事由発生

①資格取得報告書
　・新規資格取得
　・再資格取得
②所属学校等変更報告書
③被扶養者認定申請書
　（取得と同時申請分に限る）

４月1日資格取得等

④資格喪失報告書
⑤ 任意継続加入者申出用資格
喪失報告書

３月31日退職
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第 1 2 2 号 平成 2 0 年 2 月 1 日

共
済
業
務

資
格　
関
係

　

資
格
喪
失
報
告
書

　
「
資
格
喪
失
報
告
書
」
は
退
職
日
か
ら
十
日

以
内
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

退
職
日
の
翌
日
（
資
格
喪
失
日
）
か
ら
加
入

者
と
し
て
の
資
格
が
な
く
な
り
、
加
入
者
証
等

は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。
必
ず
同
報
告
書
に
加
入

者
証
・
遠
隔
地
被
扶
養
者
証
及
び
高
齢
受
給
者

証
を
添
付
し
て
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
長
期
給
付
の
加
入
者
期
間
は
資
格
喪

失
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
と
な
り
ま
す

（
月
末
の
退
職
は
退
職
し
た
月
ま
で
、
ま
た
、

月
途
中
で
の
退
職
は
そ
の
月
の
前
月
ま
で
が
加

入
者
期
間
に
な
り
ま
す
）。

　

長
期
給
付
加
入
者
記
録
票
の
送
付

　

加
入
者
が
資
格
喪
失
す
る
と
確
認
通
知
書
と

「
長
期
給
付
加
入
者
記
録
票
」
を
学
校
法
人
等

あ
て
に
送
付
し
ま
す
の
で
、
加
入
者
に
必
ず
お

渡
し
く
だ
さ
い
。

　

特
に
、「
記
録
票
」
は
将
来
、
年
金
を
請
求

す
る
と
き
に
必
要
な
加
入
者
番
号
や
加
入
者
期

間
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

任
意
継
続
加
入
者
に
な
る
場
合

　

退
職
日
ま
で
引
き
続
き
一
年
と
一
日
以
上

（
注
一
）加
入
者
で
あ
っ
た
人
が
資
格
を
喪
失
し

た
と
き
に
、
任
意
継
続
加
入
者
に
な
る
と
、
喪

失
日
か
ら
二
年
間（
注
二
）は
短
期
給
付
（
休
業

給
付
を
除
く
）
及
び
福
祉
事
業
（
貸
付
け
及
び

貯
金
等
を
除
く
）
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
長
期
給
付
（
年
金
）
の
継
続
は
で
き

ま
せ
ん
。

　

任
意
継
続
加
入
を
希
望
さ
れ
る
場
合
は
「
任

意
継
続
加
入
者
申
出
用
資
格
喪
失
報
告
書
」
を

退
職
日
か
ら
二
十
日
以
内
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
後
日
、
本
人
の
ご
自
宅
あ
て
に
「
任
意
継

続
加
入
者
証
」「
任
意
継
続
掛
金
納
付
通
知
書
」

（
自
動
振
替
は
で
き
ま
せ
ん
）
等
を
送
付
し
ま

す
。
納
付
期
限
ま
で
に
任
意
継
続
掛
金
の
支
払

い
が
な
い
場
合
は
任
意
継
続
加
入
者
の
資
格
は

喪
失
し
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

（
注
一
） 任
意
継
続
加
入
者
の
申
し
出
の
条
件
で

あ
る
「
引
き
続
き
一
年
と
一
日
以
上
」

の
期
間
に
は
、
過
去
の
任
意
継
続
加
入

者
の
期
間
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

（
注
二
） 平
成
二
十
年
四
月
以
降
に
任
意
継
続
加

入
さ
れ
る
人
で
、
資
格
喪
失
日
か
ら
二

年
の
間
に
七
十
五
歳
に
達
す
る
人
に
つ

い
て
は
、
任
意
継
続
加
入
者
の
期
間
は

七
十
五
歳
の
誕
生
日
の
前
日
ま
で
に
な

り
ま
す
。

◎ 

「
資
格
喪
失
報
告
書
」
等
に
つ
い
て
は
事
前

受
付
も
実
施
し
ま
す
（
前
頁
参
照
）。

短
期　
関
係

　

傷
病
手
当
金　

　

退
職
日
ま
で
引
き
続
き
一
年
以
上
加
入
者
で

あ
っ
た
人
が
、
退
職
時
に
傷
病
手
当
金
を
受
け

て
お
り
、
そ
の
後
も
労
働
能
力
が
な
く
病
気
療

養
を
し
て
い
る
場
合
は
、
継
続
し
て
傷
病
手
当

金
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
加
入
期
間
中

に
傷
病
手
当
金
を
受
け
る
要
件
を
満
た
し
て
い

な
が
ら
、
学
校
法
人
等
か
ら
基
本
額
以
上
の
給

与
が
支
払
わ
れ
て
い
た
た
め
、
加
入
期
間
中
は

傷
病
手
当
金
を
受
け
な
か
っ
た
人
も
含
ま
れ
ま

す
）。

　

た
だ
し
、
雇
用
保
険
に
お
け
る
基
本
手
当
受

給
の
た
め
求
職
申
し
込
み
を
行
っ
た
と
き
は
対

象
外
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
障
害
給
付
（
年
金
又
は
一
時
金
）
及

び
退
職
・
老
齢
を
事
由
と
す
る
年
金
を
受
け
て

い
る
場
合
に
は
、
傷
病
手
当
金
は
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
、
支
給
さ
れ
る
当
該
年
金
の
額
が
傷

病
手
当
金
の
額
を
下
回
る
と
き
は
、
そ
の
差
額

が
傷
病
手
当
金
と
し
て
受
け
ら
れ
ま
す
。

　

出
産
費

　

退
職
日
ま
で
引
き
続
き
一
年
以
上
加
入
者
で

あ
っ
た
人
が
退
職
後
六
か
月
以
内
に
出
産
し
た

と
き
は
、
出
産
費
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す

（
付
加
給
付
は
あ
り
ま
せ
ん
）。

　

た
だ
し
、
加
入
者
で
あ
っ
た
人
が
配
偶
者
等

の
被
扶
養
者
と
な
っ
て
出
産
し
た
と
き
は
、
私

学
共
済
制
度
の
資
格
喪
失
後
の
出
産
費
か
、
配

偶
者
等
が
加
入
し
て
い
る
健
康
保
険
制
度
か
ら

支
給
さ
れ
る
家
族
出
産
費
（
又
は
家
族
出
産
育

児
一
時
金
）
の
い
ず
れ
か
一
方
を
選
択
し
て
受

け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
両
方
か
ら
は
受
け
ら

れ
ま
せ
ん
）。

* 

出
産
前
に
本
人
と
し
て
他
の
健
康
保
険
制
度

（
国
民
健
康
保
険
を
除
く
）
に
加
入
し
た
と

き
は
、
私
学
共
済
制
度
の
資
格
喪
失
後
の
出

産
費
は
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

出
産
手
当
金

　

退
職
日
ま
で
引
き
続
き
一
年
以
上
加
入
者
で

あ
っ
た
人
が
、
退
職
時
点
で
出
産
手
当
金
を
受

け
て
い
る
か
、
受
け
る
要
件
を
満
た
し
て
い
る

と
き
は
、
引
き
続
き
出
産
手
当
金
を
受
け
ら
れ

ま
す
。

　

埋
葬
料 

　

退
職
日
ま
で
引
き
続
き
一
年
以
上
加
入
者
で

あ
っ
た
人
が
退
職
後
三
か
月
以
内
に
死
亡
し
た

と
き
は
、
埋
葬
料
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す

（
付
加
給
付
は
あ
り
ま
せ
ん
）。

* 

退
職
後
、
本
人
と
し
て
他
の
健
康
保
険
制
度

（
国
民
健
康
保
険
を
除
く
）
に
加
入
し
た
と

き
は
、
私
学
共
済
制
度
の
資
格
喪
失
後
の
埋

葬
料
は
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

退
職
時
の
手
続
き

退
職
時
の
手
続
き







































































12

平成 2 0 年 2 月 1 日 第 1 2 2 号

共
済
業
務

年
金　
関
係

　
六
十
歳
未
満
の
人
が
退
職
し
た
場
合

①
加
入
者
期
間
が
一
年
以
上
の
人

　

 　

昭
和
二
十
八
年
四
月
一
日
以
前
生
ま
れ
の

人
は
、
六
十
歳
に
な
っ
た
と
き
に
退
職
共
済

年
金
の
受
給
権
が
生
じ
ま
す
。

　

 　

そ
の
後
に
生
ま
れ
た
人
は
、
支
給
開
始
年

齢
が
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
（
平
成

十
九
年
版
事
務
の
手
引
五
一
九
頁
参
照
）。

②
加
入
者
期
間
が
一
年
未
満
の
人

　

 　

六
十
五
歳
に
な
っ
た
と
き
に
退
職
共
済
年

金
の
受
給
権
が
生
じ
ま
す
。

③
請
求
手
続
き

　

 　

退
職
共
済
年
金
の
受
給
年
齢
に
達
す
る
一

か
月
位
前
に
、
共
済
事
業
本
部
又
は
各
ガ
ー

デ
ン
パ
レ
ス
の
共
済
業
務
課
（
東
京
ガ
ー
デ

ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
を
除
く
）
に
照
会
し

て
く
だ
さ
い
。

　

退
職
共
済
年
金
の
受
給
要
件
と
し
て
、
加

入
者
期
間
等
が
二
十
五
年
以
上
必
要
と
な
り

ま
す
。

退
職
共
済
年
金
の
決
定
を
受
け
て

い
る
人
が
退
職
し
た
場
合

①
七
十
歳
未
満
の
退
職

　

 　

資
格
喪
失
後
、「
退
職
共
済
年
金
改
定
請

求
書
（
退
職
用
）」
を
年
金
者
あ
て
に
送
付

し
ま
す
の
で
、
学
校
法
人
等
を
経
由
せ
ず
、

直
接
共
済
事
業
本
部
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

 　

な
お
、
退
職
後
一
か
月
以
内
に
再
び
加
入

者
と
な
っ
た
場
合
は
、
退
職
改
定
に
該
当
し

な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

②
七
十
歳
の
「
み
な
し
退
職
」
後
の
実
退
職

　
　

退
職
改
定
の
手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

　

求
職
の
申
し
込
み
を
し
た
場
合

　

六
十
五
歳
未
満
の
人
が
受
給
す
る
特
別
支
給

の
退
職
共
済
年
金
は
、
雇
用
保
険
の
基
本
手
当

と
の
調
整
が
行
わ
れ
ま
す
。
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に

求
職
の
申
し
込
み
を
し
た
と
き
は
、
届
け
出
が

必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、
共
済
事
業
本
部
に
照

会
し
て
く
だ
さ
い
。

　

国
民
年
金
の
届
け
出

　

私
学
共
済
制
度
の
加
入
者
が
退
職
す
る
と
、

退
職
し
た
加
入
者
と
そ
の
加
入
者
に
扶
養
さ
れ

て
い
る
配
偶
者
（
被
扶
養
配
偶
者
）
は
、
国
民

年
金
へ
の
届
け
出
が
必
要
に
な
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。
こ
の
届
け
出
が
な
い
と
、
将
来
、
年
金

が
受
給
で
き
な
く
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、

次
の
よ
う
な
場
合
は
、
再
就
職
先
の
事
業
所
又

は
市
区
町
村
の
国
民
年
金
担
当
の
窓
口
で
届
け

出
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
国
民
年
金
の
強
制
加
入
は
六
十
歳
未

満
で
す
。
退
職
し
た
加
入
者
や
そ
の
被
扶
養
配

偶
者
が
六
十
歳
以
上
の
場
合
は
、
届
け
出
の
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

〔
三
月
三
十
一
日
退
職
の
場
合
〕

①
四
月
一
日
に
再
就
職
す
る
場
合

　

加
入
者
本
人

←
不
要

　

被
扶
養
配
偶
者

←

種
別
確
認
届
を
提
出

　

届
出
先

←
再
就
職
先
の
事
業
所 

② 

四
月
一
日
か
ら
は
無
職
又
は
自
営
業
と

な
る
場
合

　

加
入
者
本
人

←

種
別
変
更
届
を
提
出

　

被
扶
養
配
偶
者

←

種
別
変
更
届
を
提
出

　

届
出
先

←

市
区
町
村
の

　
　
　
　
　
　
　
　

国
民
年
金
担
当
窓
口

福
祉
事
業　
関
係

　

貸
付
け
の
償
還

　

貸
付
金
の
償
還
が
残
っ
て
い
る
加
入
者
が
資

格
を
喪
失
す
る
と
、
全
額
を
一
括
し
て
償
還
す

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
償
還
方
法
に
は「
任
意

償
還
」
と「
即
時
償
還
」
の
二
通
り
が
あ
り
ま
す
。

①
在
職
中
の
全
部
任
意
償
還

　

毎
月
十
五
日
（
必
着
）
ま
で
に
「
貸
付
金
任

意
償
還
・
団
信
制
度
脱
退
申
出
書
」
を
提
出
す

る
と
、
そ
の
月
の
定
期
償
還
後
の
元
金
残
及
び

償
還
期
限
を
記
し
た
「
貸
付
金
任
意
償
還
通
知

書
」
を
学
校
法
人
等
あ
て
に
通
知
し
ま
す
。
同

封
の
「
払
込
取
扱
票
（
払
込
通
知
票
）」
で
学

校
法
人
等
が
払
い
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

②
資
格
喪
失
後
の
即
時
償
還

　

任
意
償
還
の
手
続
き
を
し
な
く
て
も
、
資
格

喪
失
が
確
認
さ
れ
次
第
即
時
償
還
の
通
知
を
行

い
ま
す
が
、
そ
れ
ま
で
の
間
は
定
期
償
還
が
継

続
さ
れ
ま
す
。
こ
の
場
合
、
退
職
後
に
定
期
償

還
金
と
即
時
償
還
金
が
発
生
し
ま
す
の
で
、
学

校
法
人
等
で
は
退
職
手
当
等
か
ら
償
還
金
を
控

除
す
る
か
又
は
加
入
者
か
ら
預
か
り
、
払
い
込

ん
で
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
債
務
不
履
行
に
な
っ
た
場
合
は
、
学

校
法
人
等
に
対
し
て
、
貸
付
け
の
制
限
を
す
る

こ
と
も
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

▼
住
宅
貸
付
の
団
信
制
度
に
加
入
し
て
い
る
と
き

　

全
部
任
意
償
還
の
手
続
き
を
す
る
と
、
そ
の

月
の
月
末
を
も
っ
て
団
信
制
度
も
脱
退
と
な
り

ま
す
。

　

資
格
喪
失
後
に
即
時
償
還
す
る
場
合
は
、
喪

失
を
確
認
し
た
月
の
月
末
に
脱
退
と
な
り
ま
す
。

▼ 

事
前
受
付
で
資
格
喪
失
報
告
書
等
が
提
出
さ

れ
た
場
合

　

三
月
末
で
退
職
す
る
人
に
つ
い
て
は
、
学
校

法
人
等
か
ら
資
格
喪
失
報
告
書
等
が
事
前
に
提

出
さ
れ
、
四
月
初
旬
に
資
格
喪
失
が
確
認
で
き

た
場
合
に
は
四
月
分
の
定
期
償
還
は
発
生
し
ま

せ
ん
。
三
月
定
期
償
還
後
の
元
利
金
が
即
時
償

還
金
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
団
信
制
度
に
加
入
し
て
い
る
場
合
は
、

適
用
期
間
は
三
月
末
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　

積
立
貯
金
の
解
約

　　

三
月
二
十
一
日
の
送
金
を
希
望
す
る
と
き
は
、

二
月
二
十
五
日
（
必
着
）
ま
で
に
、
学
校
法
人

等
を
経
て
「
積
立
貯
金
解
約
請
求
書
」
を
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。
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資
格
喪
失
後
は
預
り
金
と
な
り
、
利
息
は
つ

き
ま
せ
ん
の
で
、
必
ず
解
約
の
手
続
き
を
し
て

く
だ
さ
い
。

　

預
り
金
の
払
い
戻
し
請
求
の
消
滅
時
効
は
十

年
で
す
。

　

積
立
共
済
年
金
の
脱
退

　

退
職
す
る
月
の
前
月
二
十
五
日
ま
で
に
、
学

校
法
人
等
を
経
て
「
積
立
共
済
年
金
脱
退
申
出

書
」
と
「
積
立
共
済
年
金
給
付
金
請
求
書
」
を

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

資
格
喪
失
後
も
脱
退
申
出
書
等
の
提
出
が
な

い
場
合
は
、
後
日
、
本
人
あ
て
に
未
提
出
で
あ

る
旨
を
通
知
し
ま
す
。

* 

任
意
継
続
加
入
者
に
な
る
場
合
は
、
継
続
し

て
加
入
で
き
ま
す
。

《
給
付
コ
ー
ス
の
選
択
》

　

年
齢
や
加
入
期
間
等
の
条
件
（
受
給
資
格
）

を
満
た
し
た
人
が
退
職
し
た
と
き
に
は
、
加
入

コ
ー
ス
に
よ
っ
て
年
金
・
一
時
金
・
終
身
保
険
・

医
療
保
険
の
各
コ
ー
ス
か
ら
選
択
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　

年
金
受
給
資
格
を
満
た
し
て
い
な
い
場
合
は
、

脱
退
一
時
金
と
な
り
ま
す
。

〔
五
月
か
ら
年
金
で
受
け
取
り
を
す
る
と
き
〕

二
月
二
十
五
日
ま
で
に
脱
退
申
出
書
と
給

付
金
請
求
書
を
提
出（
退
職（
脱
退
）時
一
時

払
を
す
る
場
合
は
一
月
二
十
五
日
ま
で
が

締
め
切
り
で
し
た
が
、六
十
五
歳
未
満
の
方

で
そ
れ
以
降
に
提
出
す
る
場
合
は
、年
金
の

受
け
取
り
は
八
月
以
降
に
な
り
ま
す
。）

　
　
　
　
　
　
　

←

三
月
分
の
掛
金
を
振
り
替
え
後
、
選
択
し

た
コ
ー
ス
の
給
付
を
五
月
か
ら
開
始

〔
一
時
金
で
受
け
取
り
を
す
る
と
き
〕

二
月
二
十
五
日
ま
で
に
脱
退
申
出
書
と
給

付
金
請
求
書
を
提
出

　
　
　
　
　
　
　

←

三
月
分
の
掛
金
を
振
り
替
え
後
、
三
月
下

旬
に
積
立
金
残
高
を
脱
退
一
時
金
と
し
て

加
入
者
の
口
座
へ
送
金

　

な
お
、
年
金
コ
ー
ス
を
選
択
す
る
場
合
、
十

年
を
限
度
と
し
て
年
単
位
で
受
給
権
の
取
得
を

繰
り
延
べ
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

* 
給
付
金
請
求
の
際
、
年
金
を
選
択
し
た
と
き

又
は
脱
退
一
時
金
の
給
付
額
が
三
百
万
円
を

超
え
る
と
き
は
印
鑑
証
明
書
が
必
要
で
す
。

● 

給
付
請
求
の
時
効

　

積
立
共
済
年
金
の
給
付
請
求
の
時
効
は
三
年

で
す
。

　

共
済
定
期
保
険
の
脱
退

　

三
月
二
十
四
日
に
保
険
料
を
口
座
振
替
し
た

人
が
三
月
末
に
退
職
し
た
場
合
で
、
四
月
か
ら

九
月
ま
で
（
保
険
料
納
付
済
期
間
）
の
保
障
を

希
望
し
な
い
と
き
は
、
三
月
末
ま
で
に
「
退
職

脱
退
申
出
書
」
を
学
校
法
人
等
を
経
て
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。
六
月
中
に
納
付
済
み
の
保
険
料

を
加
入
者
の
口
座
へ
返
金
し
ま
す
。

　

な
お
、
脱
退
の
手
続
き
を
行
わ
な
か
っ
た
場

合
は
、
資
格
喪
失
後
も
九
月
ま
で
の
期
間
を
保

障
の
対
象
と
し
、
保
険
料
は
返
金
し
ま
せ
ん
。

* 

任
意
継
続
加
入
者
に
な
る
場
合
は
、
継
続
し

て
加
入
で
き
ま
す
。

　

 　

ま
た
、
二
年
以
上
加
入
さ
れ
て
い
る
方
は
、

引
き
続
き
「
退
職
後
継
続
制
度
」
に
加
入
で

き
ま
す
の
で
、
共
済
定
期
保
険
フ
リ
ー
ダ
イ

ヤ
ル
に
連
絡
し
て
く
だ
さ
い
。

　

〇
一
二
〇
（
七
一
六
）
二
六
七

〔
脱
退
の
申
し
出
を
す
る
と
き
〕

三
月
二
十
四
日
に
保
険
料
を
口
座
振
替 

　
　
　
　
　
　
　
　

←

三
月
末
ま
で
に
退
職
脱
退
申
出
書
を
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　

←

三
月
二
十
四
日
に
振
り
替
え
た
保
険
料
を

六
月
中
に
納
付
済
み
の
保
険
料
を
加
入
者

の
口
座
へ
返
金

〔
脱
退
の
申
し
出
を
し
な
い
と
き
〕

三
月
二
十
四
日
に
保
険
料
を
口
座
振
替

　
　
　
　
　
　
　
　

←

九
月
末
ま
で
保
障
を
継
続
し
、
保
険
料
は

返
金
し
ま
せ
ん

● 
給
付
請
求
の
時
効

　

共
済
定
期
保
険
の
給
付
請
求
の
時
効
は
三
年

で
す
。

（
財
）
教
職
員
生
涯
福
祉
財
団
の

ア
イ
リ
ス
プ
ラ
ン

《
医
療
・
傷
害
補
償
コ
ー
ス
の
手
続
き
》

　

二
月
二
十
五
日
に
保
険
料
を
口
座
振
替
し
た

人
が
三
月
末
に
退
職
し
た
場
合
は
、
平
成
二
十

年
三
月
一
日
か
ら
二
十
一
年
二
月
末
日
ま
で
の

期
間
に
つ
い
て
保
障
し
ま
す
。

　

保
障
期
間
満
了
後
に
加
入
口
数
の
変
更
、
脱

退
、
継
続
を
希
望
す
る
場
合
は
、
教
職
員
共
済

生
活
協
同
組
合
と
直
接
契
約
に
な
り
ま
す
の
で
、

十
月
下
旬
に
自
宅
へ
送
付
さ
れ
る
「
満
期
の
お

知
ら
せ
」の「
契
約
の
変
更（
ま
た
は
取
消
）届
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

* 

転
居
さ
れ
た
場
合
は
（
財
）
教
職
員
生
涯
福

祉
財
団
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
へ
連
絡
し
て
く

だ
さ
い
。

　

〇
一
二
〇
（
四
九
一
）
二
九
四

《
つ
な
ぎ
年
金
コ
ー
ス
の
脱
退
手
続
き
》

　

退
職
す
る
月
の
前
月
十
日
ま
で
に
、
学
校
法

人
等
を
経
て
「
ア
イ
リ
ス
プ
ラ
ン
つ
な
ぎ
年
金

コ
ー
ス
給
付
金
請
求
書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。

* 

資
格
喪
失
後
、
引
き
続
き
文
部
科
学
省
共
済

組
合
又
は
公
立
学
校
共
済
組
合
の
組
合
員
に

な
る
場
合
は
、
継
続
し
て
加
入
で
き
ま
す
。

任
意
継
続
加
入
者
の
継
続
加
入
は
で
き
ま
せ

ん
。

《
介
護
保
障
コ
ー
ス
の
手
続
き
》

　

退
職
し
た
（
私
学
事
業
団
の
加
入
者
で
な
く

な
っ
た
）
場
合
は
、
教
職
員
共
済
生
活
協
同
組

合
及
び
（
株
）
損
害
保
険
ジ
ャ
パ
ン
と
の
直
接

契
約
と
な
り
、
継
続
加
入
で
き
ま
す
。
そ
の
際

の
手
続
き
は
特
に
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
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共済業務
〒113 -     8577
文京区湯島１-  ７-  ５
☎03（3813）5321（代表）
http://www.shigakukyosai.jp/

2月の共済業務スケジュール
４日（月） 貸付  送金

５日（火） 貸付  １月分定期償還期限

８日（金） 貯金  払込期限(必着)

15日（金） 貸付  申込・任意償還申出締切

20日（水） 貯金  送金

22日（金） 貸付  送金

25日（月）
貯金  払戻 ･解約請求締切
積立共済年金  脱退申出等締切

28日（木）
掛金  １月分掛金口座振替(自振校のみ)
貸付  ２月分定期償還口座振替（自振校のみ）
資格取得・喪失報告書の事前受付開始

29日（金）
掛金  １月分納期限
貸付  翌月24日送金申込締切

3月の共済業務スケジュール
３日（月） 貸付  送金

５日（水） 貸付  ２月分定期償還期限

10日（月） 貯金  払込期限(必着)

14日（金） 貸付  申込 ･任意償還申出締切

私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
（「月報私学」はホームページにも掲載しています）

共済事業本部の代表電話へのかけ間違いが大変多く
なっております。
電話番号は、お間違えのないようお願いします。

郵便番号の変更について
　平成 20 年 4 月１日から共済事業本部の郵便番号
が 113-8441へと変更になります。

任意継続掛金納付通知書の送付
①平成 20 年 3月中に任意継続加入期間が満了する人
　 　３月上旬に、「任意継続加入期間満了のお知らせ」
と国民健康保険等へ加入する際に必要となる「資格証
明書」を任意継続加入者の住所あてに送付します。

②平成 20年 4月以降引き続き任意継続加入期間のある人
　 　３月上旬に 20 年度分の「任意継続掛金納付通知書」
（以下「納付通知書」といいます。）を任意継続加入者
の住所あてに送付します。

　 　なお、４月からスタートする後期高齢者医療制度の
対象となる任意継続加入者への「納付通知書」につい
ては、次のとおりです。

・ 20 年 4月 1日以前に 75 歳に達している人
　 　本事業団から「納付通知書」は送付しません。広域
連合に保険料を納付することになります。２月中旬に
事前連絡書を任意継続加入者の住所あてに送付する予
定です。

・20 年度中に満 75 歳になる人
　 　75 歳の誕生日（資格喪失日）の属する月の前月分
までの「納付通知書」を送付します。75 歳の誕生月以
降は広域連合に保険料を納付することになります。誕
生月の前月に事前連絡書を任意継続加入者の住所あて
に送付する予定です。

相談員の退任

　19 年 12 月 31 日付けで次の相談員が退任されました。
　徳島県　楠木　享子（徳島工業短期大学）

「加入者貸付ガイド」の改訂版を作成しました

　加入者貸付の手続きについてまとめた「加入者貸付ガ
イド」の平成20 年２月改訂版を作成しました。
　「レター」3月号に学校分1冊を同封してお送りします。

　加入者向広報「レター」3月号を 2月下旬に学校法
人等あてに送付します。

後期高齢者医療制度の対象となる人は、
積立貯金の利用ができなくなります

　4月から後期高齢者医療制度の対象となる人について
は、短期給付の適用除外となった日（75 歳到達日）以後
は積立貯金の利用ができなくなりますので、「積立貯金解
約請求書」を提出してください。

「事務の手引」の訂正
（恩給に関する問い合わせ先）

　平成19年版「事務の手引」1217ページの中で、恩給に
関する問い合わせ先の名称及び電話番号に誤りがありま
した。お詫びして訂正させていただきます。
（誤）総務省恩給局　　　　　☎03（5273）2020
（正）総務省人事・恩給局　　☎03（3202）1111
 ※住所に訂正はありません。
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平成20年度借入希望のご案内
　平成 20 年度に学校法人が実施する施設設備整備事業
について、私学事業団の融資資金のご利用の有無をご案
内しますので、ご回答ください。
　また、このご案内では 21 年度の私学関係概算要求及
び融資事業計画の策定に活用するため、21 年度並びに
22 年度の施設整備計画の予定についても伺います。事
業団の融資のご希望がない場合にも、施設整備計画につ
いて、ご回答のご協力をお願いします。

 融資部　融資班
☎ 03（3230）7873 ～ 74
Eメール yushi@shigaku.go.jp

助成業務
〒102-  8145
千代田区富士見１-  10-  12
☎03（3230）〈ダイヤルイン〉

助成業務の貸付金にかかる償還のご案内
（平成 20年 3月分）

　助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後にお送りしました「償還年次表」及び後
日お送りします「貸付金返済期日のご案内」を参照のう
え、振込指定期日までに私学事業団指定口座にご入金く
ださい。
　振込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（本
事業団の口座に入金された日）までの期間について、遅
延損害金が発生しますので、ご注意ください。
　償還金の振り込みにあたっては、次の点に留意してく
ださい。
①　 「貸付金返済期日のご案内」に同封する「振込依頼書」

を使用し、「電信扱い」にしてください。
②　 償還金は、必ず｢学校法人単位｣で一括してお振り

込みください（設置学校ごとに分割しての振り込み
は、ご遠慮ください）。

※特に 3月は約定償還月にあたります。
　遺漏のないようお取り計らいください。

 融資部　融資班
☎ 03（3230）7866
Eメール yushi@shigaku.go.jp

私立大学等経常費補助金については
電子窓口をご利用ください

　本年度から、私立大学等経常費補助金の調査及び事務
連絡等につきましては、「電子窓口」を利用した掲載及
び提出をお願いしています（一部、紙媒体での提出の場
合があります）。ご面倒でも定期的に「電子窓口」をご
覧いただき、ご確認くださるようお願いします。

助成部　補助金課
☎ 03（3230）7881 ～ 7888
Eメール hojokin@shigaku.go.jp

人　事　異　動
（平成20年１月１日付）

　次のとおり、発令されましたの
で、お知らせします。

◆役　員
○理事長
　再　任　　　　鳥　居　泰　彦
○理事
　再　任　　　　石　川　　　明
　再　任　　　　小　池　啓三郎
　再　任　　　　長　井　孝　介
　再　任　　　　澤　田　　　裕
　再　任　　　　加　藤　　　豊
○理事（非常勤）
　再　任　　　　飯　野　正　子
　再　任　　　　堀　越　克　明
　再　任　　　　小　出　忠　孝
○監事
　再　任　　　　新　井　康　廣

○監事（非常勤）
　再　任　　　　都　賀　善　信

◆運営審議会委員
　再　任　　　　阿　部　充　夫
　再　任　　　　天　野　郁　夫
　再　任　　　　安　西　祐一郎
　再　任　　　　大　沼　　　淳
　再　任　　　　川　並　弘　昭
　再　任　　　　佐　藤　登志郎
　再　任　　　　田　村　哲　夫
　再　任　　　　冨　浦　　　梓
　再　任　　　　永　井　順　國

◆共済運営委員会委員
　退　任　　　　園　田　達　彦

（平成19年12月31日付）
　退　任　　　　武　藤　元　昭

（平成19年12月31日付）
　新　任　　　　清　水　良　一
　新　任　　　　永　井　和　之

　再　任　　　　石　川　俊　夫
　再　任　　　　神　本　忠　夫
　再　任　　　　川　﨑　朝　夫
　再　任　　　　関　口　次　雄
　再　任　　　　三　友　　　宏
　再　任　　　　山　田かづひこ
　再　任　　　　阿　部　充　夫
　再　任　　　　唐　澤　祥　人
　再　任　　　　景　谷　　　豊
　再　任　　　　北　村　敬　子
　再　任　　　　黒　田　壽　二
　再　任　　　　越　原　一　郎
　再　任　　　　小谷部　育　子
　再　任　　　　佐　藤　早　苗
　再　任　　　　小　濵　哲　二
　再　任　　　　田　村　正　雄
　再　任　　　　平　方　邦　行
　再　任　　　　福　田　益　和
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湯量豊富な源泉の宿　箱根　「対岳荘」

施 設 整 備 に 事 業 団 融 資 の ご 利 用 を ！
◆融資金利表 （平成 20年 2月 1日現在）

融資費目
返　済　期　間

20年以内
（うち据置2年）

10年以内
（据置年数含む）

6年以内
（据置年数含む）

校（園）舎、体育館、講堂、
遊戯室等の建築事業等並び
に校（園）地の買収事業等

（一般施設費）

 年％

2.0
 年％

1.5 
 年％

1.3 
寄宿舎、国際交流会館、セ
ミナーハウス等の建築事業
並びに当該施設建築のため
の土地買収事業等

（特別施設費）

2.1 1.6 －

校教具、通園バス等
　※ 幼稚園、特別支援学校、

専修学校が対象
（教育環境整備費）

－ －
５年６か月以内
（うち据置6か月）
1.1 

大型設備・情報技術整備等
（教育環境整備費） － 1.5 －

※ 融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※ 上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象とな
ります。

○校舎、園舎等の施設の建築（改修も含みます。）
○校地、園地の購入
○機器備品の購入

私学事業団融資は、
長期借入・固定金利・元金据置（最大２年間）・
元金均等返済です。

つまり！
「安心で安定感ある返済計画」が実現します。

ご検討ください。

お早めにご相談ください 問い合わせ先
（私学振興事業本部）

融資部　融資班　☎03(3230)7862 ～ 64
Ｅメール yushi@shigaku.go.jp

箱 根　対 岳 荘 〒250-0405　神奈川県足柄下郡箱根町大平台312　☎0460（82）2094

♨ 対岳荘の温泉データ ♨
源泉名　箱根宿泊所 対岳荘 第1号源泉
泉　質　ナトリウム･カルシウム－塩化物･硫酸塩泉
泉　温　63.4℃
適応症　神経痛･筋肉痛･関節痛･疲労回復･
　　　　病後回復期･健康増進等
禁忌症　急性疾患･悪性腫瘍･重い心臓病･
　　　　出血性疾患･高度の貧血等

○冬季特別宿泊プラン（2008年3月20日まで）
　　１泊２食　１名様　9,500円
　　　（休前日は10,440円）
　※ 冬季限定の宿泊プランです。寄せ鍋コースと会席コースを
お選びいただけます。

　　 会席コースは１名様から、寄せ鍋コースは２名様からのお
申し込みとさせていただきます。

　　ご予約の際にコースをご指定ください。

宿泊施設のご案内
http://www.shigakukyosai.jp/
インターネットで宿泊予約ができます。

施 整 備 事 業施 設 整 備 に 事 業 団施 設 整 備 に 事 業 団
融資事業のご案内

都心から約２時間、
かけ流しの温泉と、
やすらぎをお楽しみ

ください。


